
瀬戸市告示第１２号 

瀬戸市議会３月定例会を次のとおり招集する。  

令和２年２月１０日  
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部改正について  ······························· １８ 
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第１０号議案  財産の貸付けについて  ························· ５２ 

第１１号議案  財産の無償貸付について  ······················· ５４ 

第１２号議案  瀬戸市中小企業振興基本条例の制定について  ····· ５６ 
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て ··········································· ６５ 

第１４号議案  瀬戸市手数料徴収条例の一部改正について  ······· ６７ 
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いて ········································· ７６ 
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第１７号議案  市道路線の認定について  ······················· ８５ 
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改正について  ································· ８７ 

第１９号議案  令和元年度瀬戸市一般会計補正予算（第８号  

） ··········································· 別冊 

第２０号議案  令和元年度瀬戸市国民健康保険事業特別会計  

補正予算（第２号）  ··························· 別冊 

第２１号議案  令和元年度瀬戸市下水道事業特別会計補正予  

算（第２号）  ································· 別冊 

第２２号議案  令和元年度瀬戸市春雨墓苑事業特別会計補正  

予算（第２号）  ······························· 別冊  
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予算（第５号）  ······························· 別冊 
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１ 

 

２年市長提出第１号議案 

瀬戸市クラウドファンディング活用事業支援基金条例の制定につい 

て 

瀬戸市クラウドファンディング活用事業支援基金条例を次のように定め

るものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市クラウドファンディング活用事業支援基金条例 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条

の規定に基づき、基金の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものと

する。 

 （設置） 

第２条 本市は、民間事業者がクラウドファンディングを活用して実施す

るまちづくりの推進に資する事業を支援するため、瀬戸市クラウドファ

ンディング活用事業支援基金（以下「基金」という。）を設置する。 

 （積立て） 

第３条 基金として積み立てる額は、毎会計年度予算の定めるところによ

る。 

 （現金の管理） 

第４条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利

な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができる。 

 （運用益金の処理） 



２ 

 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上し

て、この基金に編入するものとする。 

 （繰替運用） 

第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法 

、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運

用することができる。 

 （処分） 

第７条 基金は、民間事業者がクラウドファンディングを活用して実施す

るまちづくりの推進に資する事業の財源に充てる場合に限り、これを処

分することができる。 

 （委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、基金の管理について必要な事項は 

、市長が定める。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、民間事業者がクラウドファンディングを活用し

て実施するまちづくりの推進に資する事業を支援するため、瀬戸市クラウ

ドファンディング活用事業支援基金を設置するに当たり、基金の管理に関

する手続等を定めるため必要があるからである。 



３ 

 

２年市長提出第２号議案 

瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正につ

いて 

瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条

例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正

する条例 

瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年瀬戸市

条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（補償基礎額） （補償基礎額） 

第５条 この条例で「補償基礎額」とは、次の各

号に定める者の区分に応じ、当該各号に掲げる

額とする。 

第５条 この条例で「補償基礎額」とは、次の各

号に定める者の区分に応じ、当該各号に掲げる

額とする。 

⑴から⑷まで ＜省略＞ ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

⑸ 給料を支給される職員 法第２条第４項に

規定する平均給与額の例により実施機関が市

長と協議して定める額 

 

  

   附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号。以



４ 

 

下「法」という。）の一部改正に伴い、法第２２条の２第１項第２号に規

定する職員（フルタイム会計年度任用職員）の公務災害補償等について規

定するに当たり、瀬戸市非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例中所

要の事項を改正するため必要があるからである。 

 



５ 

 

２年市長提出第３号議案 

瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例 

の一部改正について 

瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

   瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例

の一部を改正する条例 

第１条 瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例（平成２０年瀬戸市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

２ 期末手当の額は、それぞれその基準日現在（ 

前項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、除名、死亡又は議会の解散によりその職

を離れた日現在）において前項に規定する者が

受けるべき議員報酬月額及びその議員報酬月額

に１００分の４５を超えない範囲内で市長が定

める割合を乗じて得た額の合計額に６月に支給

する場合においては１００分の１６７．５、１

２月に支給する場合においては１００分の１７

２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれその基準日現在（ 

前項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、除名、死亡又は議会の解散によりその職

を離れた日現在）において前項に規定する者が

受けるべき議員報酬月額及びその議員報酬月額

に１００分の４５を超えない範囲内で市長が定

める割合を乗じて得た額の合計額に１００分の

１６７．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇

月以内の期間におけるその者の在職期間の次の

各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

 

 



６ 

 

 ⑴から⑷まで ＜省略＞  ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

第２条 瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条

例の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

２ 期末手当の額は、それぞれその基準日現在（ 

前項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、除名、死亡又は議会の解散によりその職

を離れた日現在）において前項に規定する者が

受けるべき議員報酬月額及びその議員報酬月額

に１００分の４５を超えない範囲内で市長が定

める割合を乗じて得た額の合計額に１００分の

１７０を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

 

 

２ 期末手当の額は、それぞれその基準日現在（ 

前項後段に規定する者にあっては、任期満了、

辞職、除名、死亡又は議会の解散によりその職

を離れた日現在）において前項に規定する者が

受けるべき議員報酬月額及びその議員報酬月額

に１００分の４５を超えない範囲内で市長が定

める割合を乗じて得た額の合計額に６月に支給

する場合においては１００分の１６７．５、１

２月に支給する場合においては１００分の１７

２．５を乗じて得た額に、基準日以前６箇月以

内の期間におけるその者の在職期間の次の各号

に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を

乗じて得た額とする。 

 ⑴から⑷まで ＜省略＞  ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 
  

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

２年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償



７ 

 

及び期末手当に関する条例（以下「改正後の条例」という。）の規定は 

、令和元年１２月１日から適用する。 

（期末手当の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による

改正前の瀬戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する

条例の規定に基づいて支給された期末手当は、改正後の条例の規定によ

る期末手当の内払とみなす。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、令和元年８月７日付けの人事院勧告の内容等を

考慮し、瀬戸市議会の議員の期末手当の支給割合を改定するに当たり、瀬

戸市議会の議員の議員報酬、費用弁償及び期末手当に関する条例中所要の

事項を改正するため必要があるからである。 



 



８ 

 

２年市長提出第４号議案 

特別職の職員の給与に関する条例の一部改正について 

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定

めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

特別職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

第１条 特別職の職員の給与に関する条例（昭和３６年瀬戸市条例第３号 

）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第４条 ＜省略＞ 第４条 ＜省略＞ 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、又は死亡したものにあっては、退職し、

又は死亡した日現在）における給料月額を基礎

として一般職の職員の例により算出した額とす

る。ただし、瀬戸市職員の給与に関する条例（ 

昭和３６年瀬戸市条例第４号）第２０条第２項

中「１００分の１３０」とあるのは「、６月に

支給する場合においては１００分の１６７．５ 

、１２月に支給する場合においては１００分の

１７２．５」とし、第２０条第５項に規定する

期末手当基礎額は、同項により算出された額に

給料月額に１００分の２５を超えない範囲内で

市長が定める割合を乗じて得た額を加算した額

とする。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、又は死亡したものにあっては、退職し、

又は死亡した日現在）における給料月額を基礎

として一般職の職員の例により算出した額とす

る。ただし、瀬戸市職員の給与に関する条例（ 

昭和３６年瀬戸市条例第４号）第２０条第２項

中「１００分の１３０」とあるのは「１００分

の１６７．５」とし、第２０条第５項に規定す

る期末手当基礎額は、同項により算出された額

に給料月額に１００分の２５を超えない範囲内

で市長が定める割合を乗じて得た額を加算した

額とする。 

  

第２条 特別職の職員の給与に関する条例の一部を次のように改正する。 



９ 

 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（期末手当） （期末手当） 

第４条 ＜省略＞ 第４条 ＜省略＞ 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、又は死亡したものにあっては、退職し、

又は死亡した日現在）における給料月額を基礎

として一般職の職員の例により算出した額とす

る。ただし、瀬戸市職員の給与に関する条例（ 

昭和３６年瀬戸市条例第４号）第２０条第２項

中「１００分の１３０」とあるのは「１００分

の１７０」とし、第２０条第５項に規定する期

末手当基礎額は、同項により算出された額に給

料月額に１００分の２５を超えない範囲内で市

長が定める割合を乗じて得た額を加算した額と

する。 

２ 期末手当の額は、それぞれの基準日現在（退

職し、又は死亡したものにあっては、退職し、

又は死亡した日現在）における給料月額を基礎

として一般職の職員の例により算出した額とす

る。ただし、瀬戸市職員の給与に関する条例（ 

昭和３６年瀬戸市条例第４号）第２０条第２項

中「１００分の１３０」とあるのは「、６月に

支給する場合においては１００分の１６７．５ 

、１２月に支給する場合においては１００分の

１７２．５」とし、第２０条第５項に規定する

期末手当基礎額は、同項により算出された額に

給料月額に１００分の２５を超えない範囲内で

市長が定める割合を乗じて得た額を加算した額

とする。 
  

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

２年４月１日から施行する。 

２ 第１条の規定による改正後の特別職の職員の給与に関する条例（以下

「改正後の条例」という。）の規定は、令和元年１２月１日から適用す

る。 

 （期末手当の内払） 

３ 改正後の条例の規定を適用する場合においては、第１条の規定による

改正前の特別職の職員の給与に関する条例の規定に基づいて支給された
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期末手当は、改正後の条例の規定による期末手当の内払とみなす。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、令和元年８月７日付けの人事院勧告の内容等を

考慮し、特別職の職員の期末手当の支給割合を改定するに当たり、特別職

の職員の給与に関する条例中所要の事項を改正するため必要があるからで

ある。 

 



 



１１ 

 

２年市長提出第５号議案 

瀬戸市市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部改正について 

瀬戸市市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例を次

のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市市営住宅の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例 

瀬戸市市営住宅の設置及び管理に関する条例（平成９年瀬戸市条例第２

３号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （入居の手続）  （入居の手続） 

第１１条 市営住宅の入居決定者は、決定のあっ

た日から１０日以内に、第１９条の規定により

敷金を納付し、かつ、契約書を提出して入居の

手続をしなければならない。 

第１１条 市営住宅の入居決定者は、決定のあっ

た日から１０日以内に、次に掲げる手続をしな

ければならない。 

 ⑴ 入居決定者と同程度以上の収入を有する者 

で、市長が適当と認める連帯保証人２人の連 

署する契約書を提出すること。 

 ⑵ 第１９条の規定により敷金を納付すること 

２ 市営住宅の入居決定者がやむを得ない事情に

より入居の手続を前項に定める期間内にするこ

とができないときは、同項の規定にかかわらず 

、市長が別に指示する期間内に同項に定める手

続をしなければならない。 

２ 市営住宅の入居決定者がやむを得ない事情に

より入居の手続を前項に定める期間内にするこ

とができないときは、同項の規定にかかわらず 

、市長が別に指示する期間内に同項各号に定め

る手続をしなければならない。 

 ３ 市長は、特別の事情があると認める者に対し

ては、第１項第１号の規定による契約書に連帯

保証人の連署を必要としないこととすることが

 

。 
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できる。 

３ ＜省略＞ ４ ＜省略＞ 

４ ＜省略＞ ５ ＜省略＞ 

５ ＜省略＞ ６ ＜省略＞ 

 （家賃の納付）  （家賃の納付） 

第１７条 市長は、入居者から第１１条第４項の

入居可能日から当該入居者が市営住宅を明け渡

した日（第２９条第１項又は第３４条第１項の

規定による明渡しの請求のあったときは明渡し

の期限として指定した日の前日又は明け渡した

日のいずれか早い日、第３９条第１項の規定に

よる明渡しの請求のあったときは明渡しの請求

のあった日）までの間、家賃を徴収する。 

第１７条 市長は、入居者から第１１条第５項の

入居可能日から当該入居者が市営住宅を明け渡

した日（第２９条第１項又は第３４条第１項の

規定による明渡しの請求のあったときは明渡し

の期限として指定した日の前日又は明け渡した

日のいずれか早い日、第３９条第１項の規定に

よる明渡しの請求のあったときは明渡しの請求

のあった日）までの間、家賃を徴収する。 

２から４まで ＜省略＞ ２から４まで ＜省略＞ 

 （敷金）  （敷金） 

第１９条 ＜省略＞ 第１９条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 入居者が賃貸借に基づいて生じた金銭の給付

を目的とする債務を履行しないときは、市は敷

金をその債務の弁済に充てることができる。こ

の場合において、入居者は市に対し、敷金をも

って賃貸借に基づいて生じた金銭の給付を目的

とする債務の不履行の弁済に充てることを請求

することができない。 

 

４ 第１項に規定する敷金は、入居者が住宅を明

け渡すとき、これを還付する。ただし、賃貸借

に基づいて生じた金銭の給付を目的とする債務

の不履行又は損害賠償金があるときは、敷金の

うちからこれを控除した額を還付する。 

３ 第１項に規定する敷金は、入居者が住宅を明

け渡すとき、これを還付する。ただし、未納の

家賃又は損害賠償金があるときは、敷金のうち

からこれを控除した額を還付する。 

５ ＜省略＞ ４ ＜省略＞ 

 （修繕費用の負担）  

第１９条の２ 市営住宅及び共同施設の修繕に要

する費用は、市長がその修繕に要する費用を入
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居者が負担するものとして定めるものを除いて 

、市の負担とする。 

２ 入居者の責に帰すべき事由によって市営住宅

及び共同施設の修繕の必要が生じたときは、前

項の規定にかかわらず、入居者は、市長の選択

に従い、修繕し、又はその費用を負担しなけれ

ばならない。 

 

（入居者の費用負担） （入居者の費用負担） 

第２０条 次に掲げる費用は、入居者の負担とす

る。 

第２０条 次に掲げる費用は、入居者の負担とす

る。 

  ⑴ ふすまの張り替え、ガラスのはめ替え及び

畳、建具その他附属器具の修繕に要する費用 

 ⑴ ＜省略＞  ⑵ ＜省略＞ 

 ⑵ ＜省略＞  ⑶ ＜省略＞ 

 ⑶ ＜省略＞  ⑷ ＜省略＞ 

 ⑷ 前条第１項において市が負担することとさ

れているもの以外の市営住宅及び共同施設の

修繕に要する費用 

 ⑸ その他市営住宅の使用上当然入居者が負担

しなければならない費用 

 ２ 入居者の責めに帰すべき事由により、市が費

用を負担すべき部分の修繕の必要が生じたとき

は、前項の規定にかかわらず、入居者は、市長

の選択に従い修繕し、又はその費用を負担しな

ければならない。 

 （住宅の明渡請求）  （住宅の明渡請求） 

第３９条 ＜省略＞ 第３９条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 市長は、第１項第１号の規定に該当すること

により同項の請求を行ったときは、当該請求を

受けた者に対して、入居した日から請求の日ま

での期間については、近傍同種の住宅の家賃の

額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額

に法定利率による支払期後の利息を付した額の

金銭を、請求の日の翌日から当該市営住宅の明

３ 市長は、第１項第１号の規定に該当すること

により同項の請求を行ったときは、当該請求を

受けた者に対して、入居した日から請求の日ま

での期間については、近傍同種の住宅の家賃の

額とそれまでに支払を受けた家賃の額との差額

に年５分の割合による支払期後の利息を付した

額の金銭を、請求の日の翌日から当該市営住宅
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渡しを行う日までの期間については、毎月、近

傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する額以

下の金銭を徴収することができる。 

の明渡しを行う日までの期間については、毎月 

、近傍同種の住宅の家賃の額の２倍に相当する

額以下の金銭を徴収することができる。 

４ ＜省略＞ ４ ＜省略＞ 
  

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例による改正後の瀬戸市市営住宅の設置及び管理に関する条例

第１１条の規定は、この条例の施行の日以後の市営住宅の入居の手続に

ついて適用し、同日前の市営住宅の入居の手続については、なお従前の

例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、民法（明治２９年法律第８９号）の一部改正等

に伴い、瀬戸市市営住宅の設置及び管理に関する条例中所要の事項を改正

するため必要があるからである。  
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２年市長提出第６号議案 

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について 

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５１年瀬戸市条例第２１

号）の一部を次のように改正する。 

 次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（印鑑の登録資格） （印鑑の登録資格） 

第２条 ＜省略＞ 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、

印鑑の登録を受けることができない。 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 意思能力を有しない者（前号に掲げる者を 

除く。） 

第２条 ＜省略＞ 

２ 前項の規定にかかわらず、次に掲げる者は、

印鑑の登録を受けることができない。 

⑴ ＜省略＞ 

⑵ 成年被後見人 

 

（登録印鑑） （登録印鑑） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にかか

わらず、外国人住民（法第３０条の４５に規定

する外国人住民をいう。以下同じ。）が住民票

の備考欄に記載（法第６条第３項の規定により

磁気ディスク（これに準ずる方法により一定の

事項を確実に記録しておくことができる物を含

む。以下同じ。）をもって調製する住民票にあ

３ 市長は、前項第１号及び第２号の規定にかか

わらず、外国人住民（法第３０条の４５に規定

する外国人住民をいう。以下同じ。）が住民票

の備考欄に記載されている氏名の片仮名表記又

はその一部を組み合せたもの（以下「氏名の片

仮名表記等」という。）で表されている印鑑に

より登録を受けようとする場合には、当該印鑑



１６ 

 

っては、記録。以下同じ。）がされている氏名

の片仮名表記又はその一部を組み合せたもの（

以下「氏名の片仮名表記等」という。）で表さ

れている印鑑により登録を受けようとする場合

には、当該印鑑を登録することができる。 

を登録することができる。 

（登録事項） （登録事項） 

第６条 市長は、第４条第１項に規定する印鑑登

録原票には、印影のほか当該登録申請者に係る

次の各号に掲げる事項を登録するものとする。 

第６条 市長は、第４条第１項に規定する印鑑登

録原票には、印影のほか当該登録申請者に係る

次の各号に掲げる事項を登録するものとする。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に 

旧氏の記載がされている場合にあっては氏名 

及び当該旧氏、外国人住民に係る住民票に通 

称の記載がされている場合にあっては氏名及 

び当該通称） 

 

 

 

 

⑶ 氏名（氏に変更があった者に係る住民票に 

旧氏の記載（法第６条第３項の規定により磁 

気ディスク（これに準ずる方法により一定の 

事項を確実に記録しておくことができる物を 

含む。以下同じ。）をもって調製する住民票 

にあっては、記録。以下同じ。）がされてい 

る場合にあっては氏名及び当該旧氏、外国人 

住民に係る住民票に通称の記載がされている 

場合にあっては氏名及び当該通称） 

⑷から⑹まで ＜省略＞ ⑷から⑹まで ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正

化等を図るための関係法律の整備に関する法律（令和元年法律第３７号）

の施行により、成年被後見人の権利の制限に係る措置の適正化を図ること

等に伴い、瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。 
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２年市長提出第７号議案 

瀬戸市障害者手当支給条例の廃止について 

瀬戸市障害者手当支給条例を廃止する条例を次のように定めるものとす

る。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市障害者手当支給条例を廃止する条例 

瀬戸市障害者手当支給条例（昭和４５年瀬戸市条例第１４号）は、廃止

する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和２年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 瀬戸市障害者手当支給条例第１２条の規定による不正利得の返還に関

しては、この条例の施行後も、なおその効力を有する。 

 

 （理 由） 

 この案を提出するのは、瀬戸市障害者手当支給制度を廃止するに当たり 

、瀬戸市障害者手当支給条例を廃止するため必要があるからである。 
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２年市長提出第８号議案 

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部改正について 

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する 

基準を定める条例の一部を改正する条例 

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成２６年瀬戸市条例第２５号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。 

改正後 改正前 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用

語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

⑴から⑻まで ＜省略＞ ⑴から⑻まで ＜省略＞ 

⑼ 教育・保育給付認定 法第２０条第４項に

規定する教育・保育給付認定をいう。 

⑼ 支給認定 法第２０条第４項に規定する支

給認定をいう。 

⑽ 教育・保育給付認定保護者 法第２０条第

４項に規定する教育・保育給付認定保護者を

いう。 

⑽ 支給認定保護者 法第２０条第４項に規定

する支給認定保護者をいう。 

⑾ 教育・保育給付認定子ども 法第２０条第

４項に規定する教育・保育給付認定子どもを

いう。 

⑾ 支給認定子ども 法第２０条第４項に規定

する支給認定子どもをいう。 
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⑿ 満３歳以上教育・保育給付認定子ども 子

ども・子育て支援法施行令（平成２６年政令

第２１３号。以下「令」という。）第４条第

１項に規定する満３歳以上教育・保育給付認

定子どもをいう。 

 

⒀ 特定満３歳以上保育認定子ども 令第４条

第１項第２号に規定する特定満３歳以上保育

認定子どもをいう。 

 

⒁ 満３歳未満保育認定子ども 令第４条第２

項に規定する満３歳未満保育認定子どもをい

う。 

 

⒂ 市町村民税所得割合算額 令第４条第２項

第２号に規定する市町村民税所得割合算額を

いう。 

 

⒃ 負担額算定基準子ども 令第１３条第２項

に規定する負担額算定基準子どもをいう。 

 

⒄ ＜省略＞ ⑿ ＜省略＞ 

⒅ 教育・保育給付認定の有効期間 法第２１

条に規定する教育・保育給付認定の有効期間

をいう。 

⒀ 支給認定の有効期間 法第２１条に規定す

る支給認定の有効期間をいう。 

⒆ ＜省略＞ ⒁ ＜省略＞ 

⒇ ＜省略＞ ⒂ ＜省略＞ 

(21) ＜省略＞ ⒃ ＜省略＞ 

(22) 法定代理受領 法第２７条第５項（法第２

８条第４項において準用する場合を含む。）

又は法第２９条第５項（法第３０条第４項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により

市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支払

う特定教育・保育（特別利用保育及び特別利

用教育を含む。次条第１項及び第２項におい

て同じ。）又は特定地域型保育（特別利用地

域型保育及び特定利用地域型保育を含む。次

条第１項及び第２項において同じ。）に要し

た費用の額の一部を、教育・保育給付認定保

⒄ 法定代理受領 法第２７条第５項（法第２

８条第４項において準用する場合を含む。）

又は法第２９条第５項（法第３０条第４項に

おいて準用する場合を含む。）の規定により

市町村（特別区を含む。以下同じ。）が支払

う特定教育・保育（特別利用保育及び特別利

用教育を含む。次条第１項及び第２項におい

て同じ。）又は特定地域型保育（特別利用地

域型保育及び特定利用地域型保育を含む。次

条第１項及び第２項において同じ。）に要し

た費用の額の一部を、支給認定保護者に代わ
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護者に代わり特定教育・保育施設又は特定地

域型保育事業者が受領することをいう。 

り特定教育・保育施設又は特定地域型保育事

業者が受領することをいう。 

(23) ＜省略＞ ⒅ ＜省略＞ 

(24) ＜省略＞ ⒆ ＜省略＞ 

(25) ＜省略＞ ⒇ ＜省略＞ 

(26) ＜省略＞ (21) ＜省略＞ 

(27) ＜省略＞ (22) ＜省略＞ 

(28) ＜省略＞ (23) ＜省略＞ 

(29) ＜省略＞ (24) ＜省略＞ 

（一般原則） （一般原則） 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業者（以下「特定教育・保育施設等」という 

）は、良質かつ適切であり、かつ、子どもの保

護者の経済的負担の軽減について適切に配慮さ

れた内容及び水準の特定教育・保育又は特定地

域型保育の提供を行うことにより、全ての子ど

もが健やかに成長するために適切な環境が等し

く確保されることを目指すものでなければなら

ない。 

第３条 特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業者（以下「特定教育・保育施設等」という 

）は、良質かつ適切な内容及び水準の特定教育 

・保育又は特定地域型保育の提供を行うことに

より、全ての子どもが健やかに成長するために

適切な環境が等しく確保されることを目指すも

のでなければならない。 

２から４まで ＜省略＞ ２から４まで ＜省略＞ 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の

申込みを行った教育・保育給付認定保護者（以

下「利用申込者」という。）に対し、第２０条

に規定する運営規程の概要、職員の勤務体制、

第１３条の規定により支払を受ける費用に関す

る事項その他の利用申込者の教育・保育の選択

に資すると認められる重要事項を記した文書を

交付して説明を行い、当該提供の開始について

利用申込者の同意を得なければならない。 

第５条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供の開始に際しては、あらかじめ、利用の

申込みを行った支給認定保護者（以下「利用申

込者」という。）に対し、第２０条に規定する

運営規程の概要、職員の勤務体制、利用者負担

その他の利用申込者の教育・保育の選択に資す

ると認められる重要事項を記した文書を交付し

て説明を行い、当該提供の開始について利用申

込者の同意を得なければならない。 

２から６まで ＜省略＞ ２から６まで ＜省略＞ 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第６条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付 第６条 特定教育・保育施設は、支給認定保護者

。 。 
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認定保護者から利用の申込みを受けたときは、

正当な理由がなければ、これを拒んではならな

い。 

から利用の申込みを受けたときは、正当な理由

がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもの総数が、当該特定教育・保育施設の同号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、抽選、申

込みを受けた順序により決定する方法、当該特

定教育・保育施設の設置者の教育・保育に関す

る理念、基本方針等に基づく選考その他公正な

方法により選考しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚

園に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に掲

げる小学校就学前子ども及び当該特定教育・保

育施設を現に利用している同号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子どもの総数

が、当該特定教育・保育施設の同号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数

を超える場合においては、抽選、申込みを受け

た順序により決定する方法、当該特定教育・保

育施設の設置者の教育・保育に関する理念、基

本方針等に基づく選考その他公正な方法により

選考しなければならない。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１項第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子どもの総数が、当

該特定教育・保育施設の同項第２号又は第３号

に掲げる小学校就学前子どもの区分に係る利用

定員の総数を超える場合においては、教育・保

育給付認定に基づき、保育の必要の程度及び家

族等の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高

いと認められる教育・保育給付認定子どもが優

先的に利用できるよう、選考するものとする。 

３ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、利

用の申込みに係る法第１９条第１項第２号又は

第３号に掲げる小学校就学前子ども及び当該特

定教育・保育施設を現に利用している同項第２

号又は第３号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する支給認定子どもの総数が、当該特定教育 

・保育施設の同項第２号又は第３号に掲げる小

学校就学前子どもの区分に係る利用定員の総数

を超える場合においては、支給認定に基づき、

保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、

保育を受ける必要性が高いと認められる支給認

定子どもが優先的に利用できるよう、選考する

ものとする。 

４ 前２項に規定する場合においては、特定教育 

・保育施設は、これらの項に規定する選考の方

法をあらかじめ教育・保育給付認定保護者に明

示した上で、当該選考を行わなければならない 

４ 前２項に規定する場合においては、特定教育 

・保育施設は、これらの項に規定する選考の方

法をあらかじめ支給認定保護者に明示した上で 

、当該選考を行わなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る教 ５ 特定教育・保育施設は、利用申込者に係る支

。 



２２ 

 

育・保育給付認定子どもに対し自ら適切な教育 

・保育を提供することが困難である場合は、適

切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事

業を紹介する等の適切な措置を速やかに講ずる

よう努めなければならない。 

給認定子どもに対し自ら適切な教育・保育を提

供することが困難である場合は、適切な特定教

育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介す

る等の適切な措置を速やかに講ずるよう努めな

ければならない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 ＜省略＞ 第７条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する教育・保育給付認定

子どもに係る当該特定教育・保育施設の利用に

ついて児童福祉法第２４条第３項（同法附則第

７３条第１項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定により市町村が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第１９条第１項第２号又は第３号に掲げる小学

校就学前子どもに該当する支給認定子どもに係

る当該特定教育・保育施設の利用について児童

福祉法第２４条第３項（同法第７３条第１項の

規定により読み替えて適用する場合を含む。）

の規定により市町村が行う調整及び要請に対し 

、できる限り協力しなければならない。 

（受給資格等の確認） （受給資格等の確認） 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供を求められた場合は、必要に応じて、教

育・保育給付認定保護者の提示する支給認定証

（教育・保育給付認定保護者が支給認定証の交

付を受けていない場合にあっては、子ども・子

育て支援法施行規則（平成２６年内閣府令第４

４号）第７条第２項の規定による通知）によっ

て、教育・保育給付認定の有無、教育・保育給

付認定子どもの該当する法第１９条第１項各号

に掲げる小学校就学前子どもの区分、教育・保

育給付認定の有効期間、保育必要量（法第２０

条第３項に規定する保育必要量をいう。）等を

確かめるものとする。 

第８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保育

の提供を求められた場合は、支給認定保護者の

提示する支給認定証によって、支給認定の有無 

、支給認定子どもの該当する法第１９条第１項

各号に掲げる小学校就学前子どもの区分、支給

認定の有効期間、保育必要量（法第２０条第３

項に規定する保育必要量をいう。）等を確かめ

るものとする。 

（教育・保育給付認定の申請に係る援助） （支給認定の申請に係る援助） 

第９条 特定教育・保育施設は、教育・保育給付

認定を受けていない保護者から利用の申込みが

あった場合は、当該保護者の意思を踏まえて速

第９条 特定教育・保育施設は、支給認定を受け

ていない保護者から利用の申込みがあった場合

は、当該保護者の意思を踏まえて速やかに支給
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やかに教育・保育給付認定の申請が行われるよ

う必要な援助を行わなければならない。 

認定の申請が行われるよう必要な援助を行わな

ければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定

の変更の認定の申請が遅くとも教育・保育給付

認定保護者が受けている教育・保育給付認定の

有効期間の満了日の３０日前には行われるよう

必要な援助を行わなければならない。ただし、

緊急その他やむを得ない理由がある場合には、

この限りでない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定の変更の認

定の申請が遅くとも支給認定保護者が受けてい

る支給認定の有効期間の満了日の３０日前には

行われるよう必要な援助を行わなければならな

い。ただし、緊急その他やむを得ない理由があ

る場合には、この限りでない。 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第１０条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育の提供に当たっては、教育・保育給付認定子

どもの心身の状況、その置かれている環境、他

の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握に

努めなければならない。 

第１０条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育の提供に当たっては、支給認定子どもの心身

の状況、その置かれている環境、他の特定教育 

・保育施設等の利用状況等の把握に努めなけれ

ばならない。 

（小学校等との連携） （小学校等との連携） 

第１１条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育の提供の終了に際しては、教育・保育給付認

定子どもについて、小学校における教育又は他

の特定教育・保育施設等において継続的に提供

される教育・保育との円滑な接続に資するよう 

、教育・保育給付認定子どもに係る情報の提供

その他小学校、特定教育・保育施設等、地域子

ども・子育て支援事業を行う者その他の機関と

の密接な連携に努めなければならない。 

第１１条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育の提供の終了に際しては、支給認定子どもに

ついて、小学校における教育又は他の特定教育 

・保育施設等において継続的に提供される教育 

・保育との円滑な接続に資するよう、支給認定

子どもに係る情報の提供その他小学校、特定教

育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業

を行う者その他の機関との密接な連携に努めな

ければならない。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１３条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育を提供した際は、教育・保育給付認定保護者

（満３歳未満保育認定子どもに係る教育・保育

給付認定保護者に限る。）から当該特定教育・

保育に係る利用者負担額（満３歳未満保育認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者につい

ての法第２７条第３項第２号に掲げる額をいう 

）の支払を受けるものとする。 

第１３条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育（特別利用保育及び特別利用教育を含む。以

下この条、次条及び第１９条において同じ。）

を提供した際は、支給認定保護者から当該特定

教育・保育に係る利用者負担額（法第２７条第

３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が

特別利用保育を提供する場合にあっては法第２

８条第２項第２号に規定する市町村が定める額

とし、特別利用教育を提供する場合にあっては

。 
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同項第３号に規定する市町村が定める額とする 

）をいう。）の支払を受けるものとする。 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受け

ないときは、教育・保育給付認定保護者から、

当該特定教育・保育に係る特定教育・保育費用

基準額（法第２７条第３項第１号に掲げる額を

いう。次項において同じ。）の支払を受けるも

のとする。 

２ 特定教育・保育施設は、法定代理受領を受け

ないときは、支給認定保護者から、当該特定教

育・保育に係る特定教育・保育費用基準額（法

第２７条第３項第１号に掲げる額（その額が現

に当該特定教育・保育に要した費用の額を超え

るときは、当該現に特定教育・保育に要した費

用の額）をいい、当該特定教育・保育施設が特

別利用保育を提供する場合にあっては法第２８

条第２項第２号に規定する内閣総理大臣が定め

る基準により算定した費用の額（その額が現に

当該特別利用保育に要した費用の額を超えると

きは、当該現に特別利用保育に要した費用の額 

）を、特別利用教育を提供する場合にあっては

同項第３号に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額（その額が現に当該

特別利用教育に要した費用の額を超えるときは 

、当該現に特別利用教育に要した費用の額）を

いう。次項において同じ。）の支払を受けるも

のとする。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育の提供に当たって 

、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で特

に必要であると認められる対価について、当該

特定教育・保育に要する費用として見込まれる

ものの額と特定教育・保育費用基準額との差額

に相当する金額の範囲内で設定する額の支払を

教育・保育給付認定保護者から受けることがで

きる。 

３ 特定教育・保育施設は、前２項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育の提供に当たって 

、当該特定教育・保育の質の向上を図る上で特

に必要であると認められる対価について、当該

特定教育・保育に要する費用として見込まれる

ものの額と特定教育・保育費用基準額との差額

に相当する金額の範囲内で設定する額の支払を

支給認定保護者から受けることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育において提供され

る便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の

額の支払を教育・保育給付認定保護者から受け

ることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育において提供され

る便宜に要する費用のうち、次の各号に掲げる

費用の額の支払を支給認定保護者から受けるこ

とができる。 

。 
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⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に

要する費用 

⑶ 食事の提供に要する費用（法第１９条第１

項第３号に掲げる小学校就学前子どもに対す

る食事の提供に要する費用を除き、同項第２

号に掲げる小学校就学前子どもについては主

食の提供に係る費用に限る。） 

ア 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育 

・保育給付認定子どものうち、その教育・

保育給付認定保護者及び当該教育・保育給

付認定保護者と同一の世帯に属する者に係

る市町村民税所得割合算額がそれぞれ(ｱ)

又は(ｲ)に定める金額未満であるものに対

する副食の提供 

(ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども ７７，１０１円 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども（特定満３歳以上保

育認定子どもを除く。イ(ｲ)において同

じ。） ５７，７００円（令第４条第

２項第６号に規定する特定教育・保育

給付認定保護者にあっては、７７，１

０１円） 

イ 次の(ｱ)又は(ｲ)に掲げる満３歳以上教育 

・保育給付認定子どものうち、負担額算定

基準子ども又は小学校第３学年修了前子ど

も（小学校、義務教育学校の前期課程又は

特別支援学校の小学部の第１学年から第３

学年までに在籍する子どもをいう。以下イ

において同じ。）が同一の世帯に３人以上

いる場合にそれぞれ(ｱ)又は(ｲ)に定める者

に該当するものに対する副食の提供（アに

該当するものを除く。） 

(ｱ) 法第１９条第１項第１号に掲げる小
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学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども 負担額算定基準子

ども又は小学校第３学年修了前子ども

（そのうち最年長者及び２番目の年長

者である者を除く。）である者 

(ｲ) 法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども 負担額算定基準子

ども（そのうち最年長者及び２番目の

年長者である者を除く。）である者 

ウ 満３歳未満保育認定子どもに対する食事

の提供 

⑷ ＜省略＞ ⑷ ＜省略＞ 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する費用のう

ち、特定教育・保育施設の利用において通常

必要とされるものに係る費用であって、教育 

・保育給付認定保護者に負担させることが適

当と認められるもの 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、特定教育・保

育において提供される便宜に要する費用のう

ち、特定教育・保育施設の利用において通常

必要とされるものに係る費用であって、支給

認定保護者に負担させることが適当と認めら

れるもの 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の

支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を

当該費用の額を支払った教育・保育給付認定保

護者に対し交付しなければならない。 

５ 特定教育・保育施設は、前各項の費用の額の

支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証を

当該費用の額を支払った支給認定保護者に対し

交付しなければならない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の

規定による金銭の支払を求める際は、あらかじ

め、当該金銭の使途及び額並びに教育・保育給

付認定保護者に金銭の支払を求める理由につい

て書面によって明らかにするとともに、教育・

保育給付認定保護者に対して説明を行い、文書

による同意を得なければならない。ただし、同

項の規定による金銭の支払に係る同意について

は、文書によることを要しない。 

６ 特定教育・保育施設は、第３項及び第４項の

規定による金銭の支払を求める際は、あらかじ

め、当該金銭の使途及び額並びに支給認定保護

者に金銭の支払を求める理由について書面によ

って明らかにするとともに、支給認定保護者に

対して説明を行い、文書による同意を得なけれ

ばならない。ただし、同項の規定による金銭の

支払に係る同意については、文書によることを

要しない。 

（施設型給付費等の額に係る通知等） （施設型給付費等の額に係る通知等） 

第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領

により特定教育・保育に係る施設型給付費（法

第１４条 特定教育・保育施設は、法定代理受領

により特定教育・保育に係る施設型給付費（法
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第２７条第１項の施設型給付費をいう。以下同

じ。）の支給を受けた場合は、教育・保育給付

認定保護者に対し、当該教育・保育給付認定保

護者に係る施設型給付費の額を通知しなければ

ならない。 

第２７条第１項に規定する施設型給付費をいい 

、法第２８条第１項に規定する特例施設型給付

費を含む。以下この項及び第１９条において同

じ。）の支給を受けた場合は、支給認定保護者

に対し、当該支給認定保護者に係る施設型給付

費の額を通知しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代

理受領を行わない特定教育・保育に係る費用の

額の支払を受けた場合は、その提供した特定教

育・保育の内容、費用の額その他必要と認めら

れる事項を記載した特定教育・保育を提供した

ことを証する書類を教育・保育給付認定保護者

に対して交付しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、前条第２項の法定代

理受領を行わない特定教育・保育に係る費用の

額の支払を受けた場合は、その提供した特定教

育・保育の内容、費用の額その他必要と認めら

れる事項を記載した特定教育・保育を提供した

ことを証する書類を支給認定保護者に対して交

付しなければならない。 

（特定教育・保育に関する評価等） （特定教育・保育に関する評価等） 

第１６条 ＜省略＞ 第１６条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教

育・保育施設を利用する教育・保育給付認定保

護者その他の特定教育・保育施設の関係者（当

該特定教育・保育施設の職員を除く。）による

評価又は外部の者による評価を受けて、それら

の結果を公表し、常にその改善を図るよう努め

なければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、定期的に当該特定教

育・保育施設を利用する支給認定保護者その他

の特定教育・保育施設の関係者（当該特定教育 

・保育施設の職員を除く。）による評価又は外

部の者による評価を受けて、それらの結果を公

表し、常にその改善を図るよう努めなければな

らない。 

（相談及び援助） （相談及び援助） 

第１７条 特定教育・保育施設は、常に教育・保

育給付認定子どもの心身の状況、その置かれて

いる環境等の的確な把握に努め、当該教育・保

育給付認定子ども又は当該教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者に対し 

、その相談に適切に応じるとともに、必要な助

言その他の援助を行わなければならない。 

第１７条 特定教育・保育施設は、常に支給認定

子どもの心身の状況、その置かれている環境等

の的確な把握に努め、支給認定子ども又はその

保護者に対し、その相談に適切に応じるととも

に、必要な助言その他の援助を行わなければな

らない。 

（緊急時等の対応） （緊急時等の対応） 

第１８条 特定教育・保育施設の職員は、現に特

定教育・保育の提供を行っているときに教育・

保育給付認定子どもに体調の急変が生じた場合

第１８条 特定教育・保育施設の職員は、現に特

定教育・保育の提供を行っているときに支給認

定子どもに体調の急変が生じた場合その他必要
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その他必要な場合は、速やかに当該教育・保育

給付認定子どもに係る教育・保育給付認定保護

者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置

を講じなければならない。 

な場合は、速やかに当該支給認定子どもの保護

者又は医療機関への連絡を行う等の必要な措置

を講じなければならない。 

（教育・保育給付認定保護者に関する市町村へ 

の通知） 

（支給認定保護者に関する市町村への通知） 

第１９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育を受けている教育・保育給付認定子どもに係

る教育・保育給付認定保護者が偽りその他不正

な行為によって施設型給付費の支給を受け、又

は受けようとしたときは、遅滞なく、意見を付

してその旨を当該施設型給付費の支給に係る市

町村に通知しなければならない。 

第１９条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育を受けている支給認定子どもの保護者が偽り

その他不正な行為によって施設型給付費の支給

を受け、又は受けようとしたときは、遅滞なく 

、意見を付してその旨を当該施設型給付費の支

給に係る市町村に通知しなければならない。 

（運営規程） （運営規程） 

第２０条 特定教育・保育施設は、次に掲げる施

設の運営についての重要事項に関する規程（第

２３条において「運営規程」という。）を定め

ておかなければならない。 

第２０条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の運営についての重要事項に関する規

程（第２３条において「運営規程」という。）

を定めておかなければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞  ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

⑸ 第１３条の規定により教育・保育給付認定

保護者から支払を受ける費用の種類、支払を

求める理由及びその額 

⑸ 支給認定保護者から受領する利用者負担そ

の他の費用の種類、支払を求める理由及びそ

の額 

⑹から⑾まで ＜省略＞  ⑹から⑾まで ＜省略＞ 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第２１条 特定教育・保育施設は、教育・保育給

付認定子どもに対し、適切な特定教育・保育を

提供することができるよう、職員の勤務の体制

を定めておかなければならない。 

第２１条 特定教育・保育施設は、支給認定子ど

もに対し、適切な特定教育・保育を提供するこ

とができるよう、職員の勤務の体制を定めてお

かなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育

施設の職員によって特定教育・保育を提供しな

ければならない。ただし、教育・保育給付認定

子どもに対する特定教育・保育の提供に直接影

響を及ぼさない業務については、この限りでな

い。 

２ 特定教育・保育施設は、当該特定教育・保育

施設の職員によって特定教育・保育を提供しな

ければならない。ただし、支給認定子どもに対

する特定教育・保育の提供に直接影響を及ぼさ

ない業務については、この限りでない。 
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３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（教育・保育給付認定子どもを平等に取り扱う 

原則） 

（支給認定子どもを平等に取り扱う原則） 

第２４条 特定教育・保育施設においては、教育 

・保育給付認定子どもの国籍、信条、社会的身

分又は特定教育・保育の提供に要する費用を負

担するか否かによって、差別的取扱いをしては

ならない。 

第２４条 特定教育・保育施設においては、支給

認定子どもの国籍、信条、社会的身分又は特定

教育・保育の提供に要する費用を負担するか否

かによって、差別的取扱いをしてはならない。 

（虐待等の禁止） （虐待等の禁止） 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、教育・

保育給付認定子どもに対し、児童福祉法第３３

条の１０各号に掲げる行為その他当該教育・保

育給付認定子どもの心身に有害な影響を与える

行為をしてはならない。 

第２５条 特定教育・保育施設の職員は、支給認

定子どもに対し、児童福祉法第３３条の１０各

号に掲げる行為その他当該支給認定子どもの心

身に有害な影響を与える行為をしてはならない 

 

（懲戒に係る権限の濫用禁止） （懲戒に係る権限の濫用禁止） 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定

こども園及び保育所に限る。以下この条におい

て同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理

者は、教育・保育給付認定子どもに対し児童福

祉法第４７条第３項の規定により懲戒に関しそ

の教育・保育給付認定子どもの福祉のために必

要な措置を採るときは、身体的苦痛を与え、人

格を辱める等その権限を濫用してはならない。 

第２６条 特定教育・保育施設（幼保連携型認定

こども園及び保育所に限る。以下この条におい

て同じ。）の長たる特定教育・保育施設の管理

者は、支給認定子どもに対し児童福祉法第４７

条第３項の規定により懲戒に関しその支給認定

子どもの福祉のために必要な措置を採るときは 

、身体的苦痛を与え、人格を辱める等その権限

を濫用してはならない。 

（秘密保持等） （秘密保持等） 

第２７条 特定教育・保育施設の職員及び管理者

は、正当な理由がなく、その業務上知り得た教

育・保育給付認定子ども又はその家族の秘密を

漏らしてはならない。 

第２７条 特定教育・保育施設の職員及び管理者

は、正当な理由がなく、その業務上知り得た支

給認定子ども又はその家族の秘密を漏らしては

ならない。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た教育・

保育給付認定子ども又はその家族の秘密を漏ら

すことがないよう、必要な措置を講じなければ

ならない。 

２ 特定教育・保育施設は、職員であった者が、

正当な理由がなく、その業務上知り得た支給認

定子ども又はその家族の秘密を漏らすことがな

いよう、必要な措置を講じなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教 ３ 特定教育・保育施設は、小学校、他の特定教

。 
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育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業

を行う者その他の機関に対して、教育・保育給

付認定子どもに関する情報を提供する際には、

あらかじめ文書により当該教育・保育給付認定

子どもに係る教育・保育給付認定保護者の同意

を得ておかなければならない。 

育・保育施設等、地域子ども・子育て支援事業

を行う者その他の機関に対して、支給認定子ど

もに関する情報を提供する際には、あらかじめ

文書により当該支給認定子どもの保護者の同意

を得ておかなければならない。 

（情報の提供等） （情報の提供等） 

第２８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育施設を利用しようとする小学校就学前子ども

に係る教育・保育給付認定保護者が、その希望

を踏まえて適切に特定教育・保育施設を選択す

ることができるように、当該特定教育・保育施

設が提供する特定教育・保育の内容に関する情

報の提供を行うよう努めなければならない。 

第２８条 特定教育・保育施設は、特定教育・保

育施設を利用しようとする小学校就学前子ども

に係る支給認定保護者が、その希望を踏まえて

適切に特定教育・保育施設を選択することがで

きるように、当該特定教育・保育施設が提供す

る特定教育・保育の内容に関する情報の提供を

行うよう努めなければならない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（苦情解決） （苦情解決） 

第３０条 特定教育・保育施設は、その提供した

特定教育・保育に関する教育・保育給付認定子

ども又は教育・保育給付認定保護者その他の当

該教育・保育給付認定子どもの家族（以下この

条において「教育・保育給付認定子ども等」と

いう。）からの苦情に迅速かつ適切に対応する

ために、苦情を受け付けるための窓口を設置す

る等の必要な措置を講じなければならない。 

第３０条 特定教育・保育施設は、その提供した

特定教育・保育に関する支給認定子ども又は支

給認定保護者その他の当該支給認定子どもの家

族（以下この条において「支給認定子ども等」

という。）からの苦情に迅速かつ適切に対応す

るために、苦情を受け付けるための窓口を設置

する等の必要な措置を講じなければならない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教

育・保育に関する教育・保育給付認定子ども等

からの苦情に関して市町村が実施する事業に協

力するよう努めなければならない。 

３ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教

育・保育に関する支給認定子ども等からの苦情

に関して市町村が実施する事業に協力するよう

努めなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教

育・保育に関し、法第１４条第１項の規定によ

り市町村が行う報告若しくは帳簿書類その他の

物件の提出若しくは提示の命令又は当該市町村

の職員からの質問若しくは特定教育・保育施設

４ 特定教育・保育施設は、その提供した特定教

育・保育に関し、法第１４条第１項の規定によ

り市町村が行う報告若しくは帳簿書類その他の

物件の提出若しくは提示の命令又は当該市町村

の職員からの質問若しくは特定教育・保育施設
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の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に

応じ、及び教育・保育給付認定子ども等からの

苦情に関して市町村が行う調査に協力するとと

もに、市町村から指導又は助言を受けた場合は 

、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わ

なければならない。 

の設備若しくは帳簿書類その他の物件の検査に

応じ、及び支給認定子ども等からの苦情に関し

て市町村が行う調査に協力するとともに、市町

村から指導又は助言を受けた場合は、当該指導

又は助言に従って必要な改善を行わなければな

らない。 

５ ＜省略＞ ５ ＜省略＞ 

（事故発生の防止及び発生時の対応） （事故発生の防止及び発生時の対応） 

第３２条 ＜省略＞ 第３２条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定

子どもに対する特定教育・保育の提供により事

故が発生した場合は、速やかに市町村、当該教

育・保育給付認定子どもの家族等に連絡を行う

とともに、必要な措置を講じなければならない 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対

する特定教育・保育の提供により事故が発生し

た場合は、速やかに市町村、当該支給認定子ど

もの家族等に連絡を行うとともに、必要な措置

を講じなければならない。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

４ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定

子どもに対する特定教育・保育の提供により賠

償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速

やかに行わなければならない。 

４ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対

する特定教育・保育の提供により賠償すべき事

故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行わ

なければならない。 

（記録の整備） （記録の整備） 

第３４条 ＜省略＞ 第３４条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設は、教育・保育給付認定

子どもに対する特定教育・保育の提供に関する

次に掲げる記録を整備し、その完結の日から５

年間保存しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設は、支給認定子どもに対

する特定教育・保育の提供に関する次の各号に

掲げる記録を整備し、その完結の日から５年間

保存しなければならない。 

⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 第１２条の規定による特定教育・保育の提

供の記録 

⑵ 第１２条に規定する提供した特定教育・保

育に係る必要な事項の記録 

⑶ 第１９条の規定による市町村への通知に係

る記録 

⑶ 第１９条に規定する市町村への通知に係る

記録 

⑷及び⑸ ＜省略＞  ⑷及び⑸ ＜省略＞ 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

第３５条 特定教育・保育施設（保育所に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

。 
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項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに対し特別利用保

育を提供する場合には、法第３４条第１項第３

号に規定する基準を遵守しなければならない。 

項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子どもに対し特別利用保育を提供す

る場合には、法第３４条第１項第３号に規定す

る基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、当該特別利用

保育に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同項第２号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数が、第４条第２項第３号の規定により定めら

れた法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員の総数を超えないも

のとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用保育を提供する場合には、当該特別利用

保育に係る法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する支給認定子ども及

び当該特定教育・保育施設を現に利用している

同項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもの総数が、第４条第２項第

３号の規定により定められた法第１９条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用

定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設

型給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、本章（第６条第

３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用

する。この場合において、第６条第２項中「特

定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供

している施設に限る。以下この項において同じ 

）」と、「同号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども」とあるの

は「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども」

と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第１

号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２項

第２号の内閣総理大臣が定める基準により算定

した費用の額」と、同条第４項第３号イ(ｱ)中

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を含むものとして、本章

（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の

規定を適用する。この場合において、第６条第

２項中「特定教育・保育施設（認定こども園又

は幼稚園に限る。以下この項において同じ。） 

」とあるのは「特定教育・保育施設（特別利用

保育を提供している施設に限る。以下この項に

おいて同じ。）」と、「同号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する支給認定子ども」とある

のは「同号又は同項第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する支給認定子ども」とする。 

。 
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「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を除く。）」と、同号イ(ｲ)中「教育・保

育給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給

付認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む 

）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る教育・保育給付認定子どもに対し、特別利用

教育を提供する場合には、法第３４条第１項第

２号に規定する基準を遵守しなければならない 

第３６条 特定教育・保育施設（幼稚園に限る。

以下この条において同じ。）が法第１９条第１

項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当す

る支給認定子どもに対し、特別利用教育を提供

する場合には、法第３４条第１項第２号に規定

する基準を遵守しなければならない。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、当該特別利用

教育に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども及び当該特定教育・保育施設を現に利

用している同項第１号に掲げる小学校就学前子

どもに該当する教育・保育給付認定子どもの総

数が、第４条第２項第２号の規定により定めら

れた法第１９条第１項第１号に掲げる小学校就

学前子どもに係る利用定員の総数を超えないも

のとする。 

２ 特定教育・保育施設が、前項の規定により特

別利用教育を提供する場合には、当該特別利用

教育に係る法第１９条第１項第２号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する支給認定子ども及

び当該特定教育・保育施設を現に利用している

同項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもの総数が、第４条第２項第

２号の規定により定められた法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに係る利用

定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特

例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。 

）の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあ

るのは「利用の申込みに係る法第１９条第１項

第２号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を含むものとして、本章

（第６条第３項及び第７条第２項を除く。）の

規定を適用する。この場合において、第６条第

２項中「利用の申込みに係る法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるの

は「利用の申込みに係る法第１９条第１項第２

号に掲げる小学校就学前子ども」と、「同号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する支給認定

子ども」とあるのは「同項第１号に掲げる小学

。 

。 
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・保育給付認定子ども」とあるのは「同項第１

号又は第２号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する教育・保育給付認定子ども」と、「同号 

」とあるのは「同項第１号」と、第１３条第２

項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額」と

あるのは「法第２８条第２項第３号の内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額」と 

、同条第４項第３号イ(ｱ)中「教育・保育給付

認定子ども」とあるのは「教育・保育給付認定

子ども（特別利用教育を受ける者を含む。）」

と、同号イ(ｲ)中「教育・保育給付認定子ども 

」とあるのは「教育・保育給付認定子ども（特

別利用教育を受ける者を除く。）」とする。 

校就学前子どもに該当する支給認定子ども」と 

、第１３条第４項第３号中「除き、同項第２号

に掲げる小学校就学前子どもについては主食の

提供に係る費用に限る。）」とあるのは「除く 

）」とする。 

第３７条 特定地域型保育事業（事業所内保育事

業を除く。）の利用定員（法第２９条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この章に

おいて同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっ

ては１人以上５人以下とし、小規模保育事業Ａ

型（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）第２

８条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。第

４２条第３項第１号において同じ。）及び小規

模保育事業Ｂ型（同省令第３１条に規定する小

規模保育事業Ｂ型をいう。第４２条第３項第１

号において同じ。）にあっては６人以上１９人

以下とし、小規模保育事業Ｃ型（同省令第３３

条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則

第４条において同じ。）にあっては６人以上１

０人以下とし、居宅訪問型保育事業にあっては

１人とする。 

第３７条 特定地域型保育事業のうち、家庭的保

育事業にあってはその利用定員（法第２９条第

１項の確認において定めるものに限る。以下こ

の章において同じ。）の数を１人以上５人以下

とし、小規模保育事業Ａ型（家庭的保育事業等

の設備及び運営に関する基準（平成２６年厚生

労働省令第６１号）第２７条に規定する小規模

保育事業Ａ型をいう。）及び小規模保育事業Ｂ

型（同条に規定する小規模保育事業Ｂ型をいう 

）にあってはその利用定員の数を６人以上１９

人以下とし、小規模保育事業Ｃ型（同条に規定

する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則第４条に

おいて同じ。）にあってはその利用定員の数を

６人以上１０人以下とし、居宅訪問型保育事業

にあってはその利用定員の数を１人とする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利

用申込者に対し、第４６条に規定する運営規程

第３８条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育の提供の開始に際しては、あらかじめ、利

用申込者に対し、第４６条に規定する事業の運

。 

。 
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の概要、第４２条に規定する連携施設の種類及

び名称、当該連携施設が行う連携協力の概要、

職員の勤務体制、第４３条の規定により支払を

受ける費用に関する事項その他の利用申込者の

保育の選択に資すると認められる重要事項を記

した文書を交付して説明を行い、当該提供の開

始について利用申込者の同意を得なければなら

ない。 

営についての重要事項に関する規程の概要、第

４２条に規定する連携施設の種類及び名称、当

該連携施設が行う連携協力の概要、職員の勤務

体制、利用者負担その他の利用申込者の保育の

選択に資すると認められる重要事項を記した文

書を交付して説明を行い、当該提供の開始につ

いて利用申込者の同意を得なければならない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（正当な理由のない提供拒否の禁止等） （正当な理由のない提供拒否の禁止等） 

第３９条 特定地域型保育事業者は、教育・保育

給付認定保護者から利用の申込みを受けたとき

は、正当な理由がなければ、これを拒んではな

らない。 

第３９条 特定地域型保育事業者は、支給認定保

護者から利用の申込みを受けたときは、正当な

理由がなければ、これを拒んではならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係

る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学

前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している満３歳未満保育認定子ども（特定満３

歳以上保育認定子どもを除く。以下この章にお

いて同じ。）の総数が、当該特定地域型保育事

業所の同号に掲げる小学校就学前子どもの区分

に係る利用定員の総数を超える場合においては 

、教育・保育給付認定に基づき、保育の必要の

程度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける

必要性が高いと認められる満３歳未満保育認定

子どもが優先的に利用できるよう、選考するも

のとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、利用の申込みに係

る法第１９条第１項第３号に掲げる小学校就学

前子ども及び特定地域型保育事業所を現に利用

している同号に掲げる小学校就学前子どもに該

当する支給認定子どもの総数が、当該特定地域

型保育事業所の同号に掲げる小学校就学前子ど

もの区分に係る利用定員の総数を超える場合に

おいては、支給認定に基づき、保育の必要の程

度及び家族等の状況を勘案し、保育を受ける必

要性が高いと認められる支給認定子どもが優先

的に利用できるよう、選考するものとする。 

３ 前項に規定する場合においては、特定地域型

保育事業者は、同項に規定する選考の方法をあ

らかじめ教育・保育給付認定保護者に明示した

上で、当該選考を行わなければならない。 

３ 前項に規定する場合においては、特定地域型

保育事業者は、同項に規定する選考の方法をあ

らかじめ支給認定保護者に明示した上で、当該

選考を行わなければならない。 

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供

体制の確保が困難である場合その他利用申込者

に係る満３歳未満保育認定子どもに対し自ら適

切な教育・保育を提供することが困難である場

４ 特定地域型保育事業者は、地域型保育の提供

体制の確保が困難である場合その他利用申込者

に係る支給認定子どもに対し自ら適切な教育・

保育を提供することが困難である場合は、第４



３６ 

 

合は、第４２条に規定する連携施設その他の適

切な特定教育・保育施設又は特定地域型保育事

業を紹介する等の適切な措置を速やかに講ずる

よう努めるものとする。 

２条に規定する連携施設その他の適切な特定教

育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介す

る等の適切な措置を速やかに講ずるよう努める

ものとする。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第４０条 ＜省略＞ 第４０条 ＜省略＞ 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認

定子どもに係る特定地域型保育事業の利用につ

いて児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７

３条第１項の規定により読み替えて適用する場

合を含む。）の規定により市町村が行う調整及

び要請に対し、できる限り協力しなければなら

ない。 

 

２ 特定地域型保育事業者は、法第１９条第１項

第３号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子どもに係る特定地域型保育事業の利

用について児童福祉法第２４条第３項（同法第

７３条第１項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）の規定により市町村が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。 

（心身の状況等の把握） （心身の状況等の把握） 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育の提供に当たっては、満３歳未満保育認定

子どもの心身の状況、その置かれている環境、

他の特定教育・保育施設等の利用状況等の把握

に努めなければならない。 

第４１条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育の提供に当たっては、支給認定子どもの心

身の状況、その置かれている環境、他の特定教

育・保育施設等の利用状況等の把握に努めなけ

ればならない。 

（特定教育・保育施設等との連携） （特定教育・保育施設等との連携） 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保 

育事業を行う者を除く。以下この項から第５項 

までにおいて同じ。）は、特定地域型保育が適 

正かつ確実に実施され、及び必要な教育・保育 

が継続的に提供されるよう、次に掲げる事項に 

係る連携協力を行う認定こども園、幼稚園又は 

保育所（以下「連携施設」という。）を適切に 

確保しなければならない。ただし、連携施設の 

確保が著しく困難であると市が認める地域にお 

いて特定地域型保育事業を行う特定地域型保育 

事業者については、この限りでない。 

第４２条 特定地域型保育事業者（居宅訪問型保 

育事業を行う者を除く。以下この項において同 

じ。）は、特定地域型保育が適正かつ確実に実 

施され、及び必要な教育・保育が継続的に提供 

されるよう、次に掲げる事項に係る連携協力を 

行う認定こども園、幼稚園又は保育所（以下「 

連携施設」という。）を適切に確保しなければ 

ならない。ただし、連携施設の確保が著しく困 

難であると市が認める地域において特定地域型 

保育事業を行う特定地域型保育事業者について 

は、この限りでない。 

⑴ 特定地域型保育の提供を受けている満３歳 

未満保育認定子どもに集団保育を体験させる 

ための機会の設定、特定地域型保育の適切な 

⑴ 特定地域型保育の提供を受けている支給認 

定子どもに集団保育を体験させるための機会 

の設定、特定地域型保育の適切な提供に必要 
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提供に必要な特定地域型保育事業者に対する 

相談、助言その他の保育の内容に関する支援 

を行うこと。 

な特定地域型保育事業者に対する相談、助言 

その他の保育の内容に関する支援を行うこと 

 

⑵ 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育 

事業所の職員の病気、休暇等により特定地域 

型保育を提供することができない場合に、当 

該特定地域型保育事業者に代わって提供する 

特定教育・保育をいう。以下この条において 

同じ。）を提供すること。 

⑵ 必要に応じて、代替保育（特定地域型保育 

事業所の職員の病気、休暇等により特定地域 

型保育を提供することができない場合に、当 

該特定地域型保育事業者に代わって提供する 

特定教育・保育をいう。）を提供すること。 

⑶ 当該特定地域型保育事業者により特定地域 

型保育の提供を受けていた満３歳未満保育認 

定子ども（事業所内保育事業を利用する満３ 

歳未満保育認定子どもにあっては、第３７条 

第２項に規定するその他の小学校就学前子ど 

もに限る。以下この号において同じ。）を、 

当該特定地域型保育の提供の終了に際して、 

当該満３歳未満保育認定子どもに係る教育・ 

保育給付認定保護者の希望に基づき、引き続 

き当該連携施設において受け入れて教育・保 

育を提供すること。 

⑶ 当該特定地域型保育事業者により特定地域 

型保育の提供を受けていた支給認定子ども（ 

事業所内保育事業を利用する支給認定子ども 

にあっては、第３７条第２項に規定するその 

他の小学校就学前子どもに限る。以下この号 

において同じ。）を、当該特定地域型保育の 

提供の終了に際して、当該支給認定子どもに 

係る支給認定保護者の希望に基づき、引き続 

き当該連携施設において受け入れて教育・保 

育を提供すること。 

２ 市長は、特定地域型保育事業者による代替保

育の提供に係る連携施設の確保が著しく困難で

あると認める場合であって、次の各号に掲げる

要件の全てを満たすと認めるときは、前項第２

号の規定を適用しないこととすることができる 

 

⑴ 特定地域型保育事業者と前項第２号に掲げ

る事項に係る連携協力を行う者との間でそれ

ぞれの役割の分担及び責任の所在が明確化さ

れていること。 

 

⑵ 前項第２号に掲げる事項に係る連携協力を

行う者の本来の業務の遂行に支障が生じない

ようにするための措置が講じられていること 

 

３ 前項の場合において、特定地域型保育事業者

は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それ

ぞれ当該各号に定める者を第１項第２号に掲げ

 

。 

。 

。 
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る事項に係る連携協力を行う者として適切に確

保しなければならない。 

⑴ 当該特定地域型保育事業者が特定地域型保

育事業を行う場所又は事業所（次号において

「事業実施場所」という。）以外の場所又は

事業所において代替保育が提供される場合 

小規模保育事業Ａ型若しくは小規模保育事業

Ｂ型又は事業所内保育事業を行う者（次号に

おいて「小規模保育事業Ａ型事業者等」とい

う。） 

 

⑵ 事業実施場所において代替保育が提供され

る場合 事業の規模等を勘案して小規模保育

事業Ａ型事業者等と同等の能力を有すると市

が認める者 

 

４ 市長は、特定地域型保育事業者による第１項

第３号に掲げる事項に係る連携施設の確保が著

しく困難であると認めるときは、同号の規定を

適用しないこととすることができる。 

 

５ 前項の場合において、特定地域型保育事業者

は、児童福祉法第５９条第１項に規定する施設

のうち、次に掲げるもの（入所定員が２０人以

上のものに限る。）であって、市長が適当と認

めるものを第１項第３号に掲げる事項に係る連

携協力を行う者として適切に確保しなければな

らない。 

 

⑴ 法第５９条の２第１項の規定による助成を

受けている者の設置する施設（児童福祉法第

６条の３第１２項に規定する業務を目的とす

るものに限る。） 

 

⑵ 児童福祉法第６条の３第１２項に規定する

業務又は同法第３９条第１項に規定する業務

を目的とする施設であって、同法第６条の３

第９項第１号に規定する保育を必要とする乳

児・幼児の保育を行うことに要する費用に係

る地方公共団体の補助を受けているもの 
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６ 居宅訪問型保育事業を行う者は、家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準第３７条第

１号に規定する乳幼児に対する保育を行う場合

にあっては、第１項本文の規定にかかわらず、

当該乳幼児の障害、疾病等の状態に応じ、適切

な専門的な支援その他の便宜の供与を受けられ

るよう、あらかじめ、連携する障害児入所施設

（児童福祉法第４２条に規定する障害児入所施

設をいう。）その他の市の指定する施設（以下

この項において「居宅訪問型保育連携施設」と

いう。）を適切に確保しなければならない。た

だし、居宅訪問型保育連携施設の確保が著しく

困難であると市が認める地域において居宅訪問

型保育を行う居宅訪問型保育事業者については 

、この限りでない。 

２ 居宅訪問型保育事業を行う者は、家庭的保育

事業等の設備及び運営に関する基準第３７条第

１号に規定する乳幼児に対する保育を行う場合

にあっては、当該乳幼児の障害、疾病等の状態

に応じ、適切な専門的な支援その他の便宜の供

与を受けられるよう、あらかじめ、連携する障

害児入所施設（児童福祉法第４２条に規定する

障害児入所施設をいう。）その他の市の指定す

る施設（以下この項において「居宅訪問型保育

連携施設」という。）を適切に確保しなければ

ならない。ただし、居宅訪問型保育連携施設の

確保が著しく困難であると市が認める地域にお

いて居宅訪問型保育を行う居宅訪問型保育事業

者については、この限りでない。 

７ 事業所内保育事業（第３７条第２項の規定に

より定める利用定員が２０人以上のものに限る 

次項において「保育所型事業所内保育事業」と

いう。）を行う者については、第１項本文の規

定にかかわらず、連携施設の確保に当たって、

同項第１号及び第２号に係る連携協力を求める

ことを要しない。 

３ 事業所内保育事業を行う者であって、第３７

条第２項の規定により定める利用定員が２０人

以上のものについては、第１項本文の規定にか

かわらず、連携施設の確保に当たって、同項第

１号及び第２号に係る連携協力を求めることを

要しない。 

８ 保育所型事業所内保育事業を行う者のうち、

児童福祉法第６条の３第１２項第２号に規定す

る事業を行うものであって、市長が適当と認め

るもの（附則第５条において「特例保育所型事

業所内保育事業者」という。）については、第

１項本文の規定にかかわらず、連携施設の確保

をしないことができる。 

 

９ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

提供の終了に際しては、満３歳未満保育認定子

どもについて、連携施設又は他の特定教育・保

育施設等において継続的に提供される教育・保

育との円滑な接続に資するよう、満３歳未満保

育認定子どもに係る情報の提供その他連携施設 

４ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育の

提供の終了に際しては、支給認定子どもについ

て、連携施設又は他の特定教育・保育施設等に

おいて継続的に提供される教育・保育との円滑

な接続に資するよう、支給認定子どもに係る情

報の提供その他連携施設、特定教育・保育施設

。 
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、特定教育・保育施設等、地域子ども・子育て

支援事業を行う者等との密接な連携に努めなけ

ればならない。 

等、地域子ども・子育て支援事業を行う者等と

の密接な連携に努めなければならない。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育を提供した際は、教育・保育給付認定保護

者から当該特定地域型保育に係る利用者負担額

（法第２９条第３項第２号に掲げる額をいう。 

）の支払を受けるものとする。 

第４３条 特定地域型保育事業者は、特定地域型

保育（特別利用地域型保育及び特定利用地域型

保育を含む。以下この条において同じ。）を提

供した際は、支給認定保護者から当該特定地域

型保育に係る利用者負担額（法第２９条第３項

第２号に掲げる額（当該特定地域型保育事業者

が特別利用地域型保育を提供する場合にあって

は法第３０条第２項第２号に規定する市町村が

定める額とし、特定利用地域型保育を提供する

場合にあっては同項第３号に規定する市町村が

定める額とする。）をいう。）の支払を受ける

ものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受

けないときは、教育・保育給付認定保護者から 

、当該特定地域型保育に係る特定地域型保育費

用基準額（法第２９条第３項第１号に掲げる額

をいう。次項において同じ。）の支払を受ける

ものとする。 

２ 特定地域型保育事業者は、法定代理受領を受

けないときは、支給認定保護者から、当該特定

地域型保育に係る特定地域型保育費用基準額（ 

法第２９条第３項第１号に掲げる額（その額が

現に当該特定地域型保育に要した費用の額を超

えるときは、当該現に特定地域型保育に要した

費用の額）をいい、当該特定地域型保育事業者

が特別利用地域型保育を提供する場合にあって

は法第３０条第２項第２号に規定する内閣総理

大臣が定める基準により算定した費用の額（そ

の額が現に当該特別利用地域型保育に要した費

用の額を超えるときは、当該現に特別利用地域

型保育に要した費用の額）を、特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては同項第３号に規

定する内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額（その額が現に当該特定利用地域型

保育に要した費用の額を超えるときは、当該現

に特定利用地域型保育に要した費用の額）をい

う。次項において同じ。）の支払を受けるもの
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とする。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受

ける額のほか、特定地域型保育の提供に当たっ

て、当該特定地域型保育の質の向上を図る上で

特に必要であると認められる対価について、当

該特定地域型保育に要する費用として見込まれ

るものの額と特定地域型保育費用基準額との差

額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払

を教育・保育給付認定保護者から受けることが

できる。 

３ 特定地域型保育事業者は、前２項の支払を受

ける額のほか、特定地域型保育の提供に当たっ

て、当該特定地域型保育の質の向上を図る上で

特に必要であると認められる対価について、当

該特定地域型保育に要する費用として見込まれ

るものの額と特定地域型保育費用基準額との差

額に相当する金額の範囲内で設定する額の支払

を支給認定保護者から受けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受

ける額のほか、特定地域型保育において提供さ

れる便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用

の額の支払を教育・保育給付認定保護者から受

けることができる。 

４ 特定地域型保育事業者は、前３項の支払を受

ける額のほか、特定地域型保育において提供さ

れる便宜に要する費用のうち、次の各号に掲げ

る費用の額の支払を支給認定保護者から受ける

ことができる。 

⑴から⑶まで ＜省略＞  ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保

育において提供される便宜に要する費用のう

ち、特定地域型保育事業の利用において通常

必要とされるものに係る費用であって、教育 

・保育給付認定保護者に負担させることが適 

当と認められるもの 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、特定地域型保

育において提供される便宜に要する費用のう

ち、特定地域型保育事業の利用において通常

必要とされるものに係る費用であって、支給

認定保護者に負担させることが適当と認めら

れるもの 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額

の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証

を当該費用の額を支払った教育・保育給付認定

保護者に対し交付しなければならない。 

５ 特定地域型保育事業者は、前各項の費用の額

の支払を受けた場合は、当該費用に係る領収証

を当該費用の額を支払った支給認定保護者に対

し交付しなければならない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項

の規定による金銭の支払を求める際は、あらか

じめ、当該金銭の使途及び額並びに教育・保育

給付認定保護者に金銭の支払を求める理由につ

いて書面によって明らかにするとともに、教育 

・保育給付認定保護者に対して説明を行い、文

書による同意を得なければならない。ただし、

同項の規定による金銭の支払に係る同意につい

ては、文書によることを要しない。 

６ 特定地域型保育事業者は、第３項及び第４項

の規定による金銭の支払を求める際は、あらか

じめ、当該金銭の使途及び額並びに支給認定保

護者に金銭の支払を求める理由について書面に

よって明らかにするとともに、支給認定保護者

に対して説明を行い、文書による同意を得なけ

ればならない。ただし、同項の規定による金銭

の支払に係る同意については、文書によること

を要しない。 
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（運営規程） （運営規程） 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次に掲げる

事業の運営についての重要事項に関する規程を

定めておかなければならない。 

第４６条 特定地域型保育事業者は、次の各号に

掲げる事業の運営についての重要事項に関する

規程を定めておかなければならない。 

⑴から⑷まで ＜省略＞ ⑴から⑷まで ＜省略＞ 

⑸ 第４３条の規定により教育・保育給付認定

保護者から支払を受ける費用の種類、支払を

求める理由及びその額 

⑸ 支給認定保護者から受領する利用者負担そ

の他の費用の種類、支払を求める理由及びそ

の額 

⑹から⑾まで ＜省略＞  ⑹から⑾まで ＜省略＞ 

（勤務体制の確保等） （勤務体制の確保等） 

第４７条 特定地域型保育事業者は、満３歳未満

保育認定子どもに対し、適切な特定地域型保育

を提供することができるよう、特定地域型保育

事業所ごとに職員の勤務の体制を定めておかな

ければならない。 

第４７条 特定地域型保育事業者は、支給認定子

どもに対し、適切な特定地域型保育を提供する

ことができるよう、特定地域型保育事業所ごと

に職員の勤務の体制を定めておかなければなら

ない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事

業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員

によって特定地域型保育を提供しなければなら

ない。ただし、満３歳未満保育認定子どもに対

する特定地域型保育の提供に直接影響を及ぼさ

ない業務については、この限りでない。 

２ 特定地域型保育事業者は、特定地域型保育事

業所ごとに、当該特定地域型保育事業所の職員

によって特定地域型保育を提供しなければなら

ない。ただし、支給認定子どもに対する特定地

域型保育の提供に直接影響を及ぼさない業務に

ついては、この限りでない。 

３ ＜省略＞ ３ ＜省略＞ 

（記録の整備） （記録の整備） 

第４９条 ＜省略＞ 第４９条 ＜省略＞ 

２ 特定地域型保育事業者は、満３歳未満保育認

定子どもに対する特定地域型保育の提供に関す

る次に掲げる記録を整備し、その完結の日から

５年間保存しなければならない。 

２ 特定地域型保育事業者は、支給認定子どもに

対する特定地域型保育の提供に関する次の各号

に掲げる記録を整備し、その完結の日から５年

間保存しなければならない。 

⑴ ＜省略＞  ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 次条において準用する第１２条の規定によ

る特定地域型保育の提供の記録 

⑵ 次条において準用する第１２条に規定する

提供した特定地域型保育に係る必要な事項の

記録 

⑶ 次条において準用する第１９条の規定によ

る市町村への通知に係る記録 

⑶ 次条において準用する第１９条に規定する

市町村への通知に係る記録 
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⑷及び⑸ ＜省略＞  ⑷及び⑸ ＜省略＞ 

（準用） （準用） 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及

び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条

まで及び第２３条から第３３条までの規定は、

特定地域型保育事業者、特定地域型保育事業所

及び特定地域型保育について準用する。この場

合において、第１１条中「教育・保育給付認定

子どもについて」とあるのは「教育・保育給付

認定子ども（満３歳未満保育認定子どもに限り 

、特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以下

この節において同じ。）について」と、第１２

条の見出し中「特定教育・保育」とあるのは「 

特定地域型保育」と、第１４条の見出し中「施

設型給付費」とあるのは「地域型保育給付費」

と、同条第１項中「施設型給付費（法第２７条

第１項の施設型給付費をいう。以下」とあるの

は「地域型保育給付費（法第２９条第１項の地

域型保育給付費をいう。以下この項及び第１９

条において」と、「施設型給付費の」とあるの

は「地域型保育給付費の」と、同条第２項中「 

特定教育・保育を提供したことを証する書類」

とあるのは「特定地域型保育を提供したことを

証する書類」と、第１９条中「施設型給付費」

とあるのは「地域型保育給付費」と読み替える

ものとする。 

第５０条 第８条から第１４条まで（第１０条及

び第１３条を除く。）、第１７条から第１９条

まで及び第２３条から第３３条までの規定は、

特定地域型保育事業について準用する。この場

合において、第１４条第１項中「特定教育・保

育に係る施設型給付費（法第２７条第１項に規

定する施設型給付費をいい、法第２８条第１項

に規定する特例施設型給付費を含む。以下この

項及び第１９条において同じ。）」とあるのは

「特定地域型保育（特別利用地域型保育及び特

定利用地域型保育を含む。第５０条において準

用する次項及び第１９条において同じ。）に係

る地域型保育給付費（法第２９条第１項に規定

する地域型保育給付費をいい、法第３０条第１

項に規定する特例地域型保育給付費を含む。以

下この項及び第５０条において準用する第１９

条において同じ。）」と、「施設型給付費の」

とあるのは「地域型保育給付費の」と、同条第

２項及び第１９条中「特定教育・保育」とある

のは「特定地域型保育」と、同条中「施設型給

付費」とあるのは「地域型保育給付費」と、第

２３条中「運営規程」とあるのは「第４６条に

規定する事業の運営についての重要事項に関す

る規程」と読み替えるものとする。 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに対し特別利用

地域型保育を提供する場合には、法第４６条第

１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵

守しなければならない。 

第５１条 特定地域型保育事業者が法第１９条第

１項第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもに対し特別利用地域型保育

を提供する場合には、法第４６条第１項に規定

する地域型保育事業の認可基準を遵守しなけれ

ばならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、当該

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特別利用地域型保育を提供する場合には、当該
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特別利用地域型保育に係る法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事

業所を現に利用している満３歳未満保育認定子

ども（次条第１項の規定により特定利用地域型

保育を提供する場合にあっては、当該特定利用

地域型保育の対象となる法第１９条第１項第２

号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育 

・保育給付認定子どもを含む。）の総数が、第

３７条第２項の規定により定められた利用定員

の総数を超えないものとする。 

特別利用地域型保育に係る法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支

給認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に

利用している同項第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する支給認定子ども（次条第１項

の規定により特定利用地域型保育を提供する場

合にあっては、当該特定利用地域型保育の対象

となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子どもを含む 

）の総数が、第３７条第２項の規定により定め

られた利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。

次条第３項において同じ。）を、それぞれ含む

ものとして、本章（第４０条第２項を除き、前

条において準用する第８条から第１４条まで（ 

第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定を

適用する。この場合において、第３９条第２項

中「利用の申込みに係る法第１９条第１項第３

号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは「 

利用の申込みに係る法第１９条第１項第１号に

掲げる小学校就学前子ども」と、「満３歳未満

保育認定子ども（特定満３歳以上保育認定子ど

もを除く。以下この章において同じ。）」とあ

るのは「法第１９条第１項第１号又は第３号に

掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・保

育給付認定子ども（第５２条第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合にあって

は、当該特定利用地域型保育の対象となる法第

１９条第１項第２号に掲げる小学校就学前子ど

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を含むも

のとして、本章（第３９条第２項及び第４０条

第２項を除く。）の規定を適用する。 

。 
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もに該当する教育・保育給付認定子どもを含む 

）」と、「教育・保育給付認定に基づき、保育

の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保育

を受ける必要性が高いと認められる満３歳未満

保育認定子どもが優先的に利用できるよう、」

とあるのは「抽選、申込みを受けた順序により

決定する方法、当該特定地域型保育事業者の保

育に関する理念、基本方針等に基づく選考その

他公正な方法により」と、第４３条第１項中「 

教育・保育給付認定保護者」とあるのは「教育 

・保育給付認定保護者（特別利用地域型保育の

対象となる法第１９条第１項第１号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子どもに係る教育・保育給付認定保護者を除

く。）」と、同条第２項中「法第２９条第３項

第１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第

２項第２号の内閣総理大臣が定める基準により

算定した費用の額」と、同条第３項中「前２項 

」とあるのは「前項」と、同条第４項中「前３

項」とあるのは「前２項」と、「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（第１

３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く 

）に要する費用」と、同条第５項中「前各項」

とあるのは「前３項」とする。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する教育・保育給付認定子どもに対し特定利用

地域型保育を提供する場合には、法第４６条第

１項に規定する地域型保育事業の認可基準を遵

守しなければならない。 

第５２条 特定地域型保育事業者が法第１９条第

１項第２号に掲げる小学校就学前子どもに該当

する支給認定子どもに対し特定利用地域型保育

を提供する場合には、法第４６条第１項に規定

する地域型保育事業の認可基準を遵守しなけれ

ばならない。 

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、当該

特定利用地域型保育に係る法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

２ 特定地域型保育事業者が、前項の規定により

特定利用地域型保育を提供する場合には、当該

特定利用地域型保育に係る法第１９条第１項第

２号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支

。 

。 
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育・保育給付認定子ども及び特定地域型保育事

業所を現に利用している同項第３号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども（前条第１項の規定により特別利用地

域型保育を提供する場合にあっては、当該特別

利用地域型保育の対象となる法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

教育・保育給付認定子どもを含む。）の総数が 

、第３７条第２項の規定により定められた利用

定員の総数を超えないものとする。 

給認定子ども及び特定地域型保育事業所を現に

利用している同項第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する支給認定子ども（前条第１項

の規定により特別利用地域型保育を提供する場

合にあっては、当該特別利用地域型保育の対象

となる法第１９条第１項第１号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する支給認定子どもを含む 

）の総数が、第３７条第２項の規定により定め

られた利用定員の総数を超えないものとする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、本章の規定を適用する 

この場合において、第４３条第１項中「教育・

保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保育

給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象と

なる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校就

学前子どもに該当する教育・保育給付認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）

に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）」

と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号に

掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第３

号の内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」と

あるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定利

用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保育

認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育認

定子ども（令第４条第１項第２号に規定する満

３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第１

３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除く 

）に要する費用」とする。 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特定利用地域型保育を含むも

のとして、本章の規定を適用する。 

附 則 附 則 

（特定保育所に関する特例） （特定保育所に関する特例） 

。 

。 

。 
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第２条 特定保育所（法附則第６条第１項に規定

する特定保育所をいう。次項において同じ。）

が特定教育・保育を提供する場合にあっては、

当分の間、第１３条第１項中「教育・保育給付

認定保護者（満３歳未満保育認定子ども」とあ

るのは「教育・保育給付認定保護者（満３歳未

満保育認定子ども（特定保育所（法附則第６条

第１項に規定する特定保育所をいう。次項にお

いて同じ。）から特定教育・保育（保育に限る 

第１９条において同じ。）を受ける者を除く。

以下この項において同じ。）」と、同条第２項

中「当該特定教育・保育」とあるのは「当該特

定教育・保育（特定保育所における特定教育・

保育（保育に限る。）を除く。）」と、同条第

３項中「額の支払を」とあるのは「額の支払を 

、市町村の同意を得て、」と、第１９条中「施

設型給付費の支給を受け、又は受けようとした

とき」とあるのは「法附則第６条第１項の規定

による委託費の支払の対象となる特定教育・保

育の提供を受け、又は受けようとしたとき」と 

、「当該施設型給付費の支給」とあるのは「当

該委託費の支払」とし、第６条及び第７条の規

定は適用しない。 

第２条 特定保育所（法附則第６条第１項に規定

する特定保育所をいう。次項において同じ。）

が特定教育・保育を提供する場合にあっては、

当分の間、第１３条第１項中「（法第２７条第

３項第２号に掲げる額（特定教育・保育施設が 

」とあるのは「（当該特定教育・保育施設が」

と、「額とし」とあるのは「額をいい」と、「 

定める額とする。）をいう。）」とあるのは「 

定める額をいう。）」と、同条第２項中「（法

第２７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「（法附則第６条第３項の規定により読み替え

られた法第２８条第２項第１号に規定する内閣

総理大臣が定める基準により算定した費用の額 

」と、同条第３項中「額の支払を」とあるのは

「額の支払を、市町村の同意を得て、」と、第

１９条中「施設型給付費の支給を受け、又は受

けようとしたとき」とあるのは「法附則第６条

第１項の規定による委託費の支払の対象となる

特定教育・保育の提供を受け、又は受けようと

したとき」と、「当該施設型給付費の支給」と

あるのは「当該委託費の支払」とし、第６条及

び第７条の規定は適用しない。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

  （施設型給付費等に関する経過措置） 

第３条 削除 第３条 特定教育・保育施設が法第１９条第１項

第１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する

支給認定子どもに対して特定教育・保育又は特

別利用保育を提供する場合においては、当分の

間、第１３条第１項中「法第２７条第３項第２

号に掲げる額」とあるのは「法附則第９条第１

項第１号イに規定する市町村が定める額」と、

「法第２８条第２項第２号に規定する市町村が

定める額」とあるのは「同項第２号ロ⑴に規定

する市町村が定める額」と、「同項第３号」と

。 
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あるのは「法第２８条第２項第３号」と、同条

第２項中「法第２７条第３項第１号に掲げる額

（その額が現に当該特定教育・保育に要した費

用の額を超えるときは、当該現に特定教育・保

育に要した費用の額）」とあるのは「法附則第

９条第１項第１号イに規定する内閣総理大臣が

定める基準により算定した額（その額が現に当

該特定教育・保育に要した費用の額を超えると

きは、当該現に特定教育・保育に要した費用の

額）及び同号ロに規定する市町村が定める額の

合計額」と、「法第２８条第２項第２号に規定

する内閣総理大臣が定める基準により算定した

費用の額（その額が現に当該特別利用保育に要

した費用の額を超えるときは、当該現に特別利

用保育に要した費用の額）」とあるのは「同項

第２号ロ⑴に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した額（その額が現に当該特別利

用保育に要した費用の額を超えるときは、当該

現に特別利用保育に要した費用の額）及び同号

ロ⑵に規定する市町村が定める額の合計額」と 

、「同項第３号」とあるのは「法第２８条第２

項第３号」とする。 

２ 特定地域型保育事業者が法第１９条第１項第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する支

給認定子どもに対して特別利用地域型保育を提

供する場合においては、当分の間、第４３条第

１項中「法第３０条第２項第２号に規定する市

町村が定める額」とあるのは「法附則第９条第

１項第３号イ⑴に規定する市町村が定める額」

と、「同項第３号」とあるのは「法第３０条第

２項第３号」と、同条第２項中「法第３０条第

２項第２号に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した費用の額（その額が現に当該

特別利用地域型保育に要した費用の額を超える

ときは、当該現に特別利用地域型保育に要した
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費用の額）」とあるのは「法附則第９条第１項

第３号イ⑴に規定する内閣総理大臣が定める基

準により算定した額（その額が現に当該特別利

用地域型保育に要した費用の額を超えるときは 

、当該現に特別利用地域型保育に要した費用の

額）及び同号イ⑵に規定する市町村が定める額

の合計額」と、「同項第３号」とあるのは「法

第３０条第２項第３号」とする。 

（連携施設に関する経過措置） （連携施設に関する経過措置） 

第５条 特定地域型保育事業者（特例保育所型事

業所内保育事業者を除く。）は、連携施設の確

保が著しく困難であって、法第５９条第４号に

規定する事業による支援その他の必要な適切な

支援を行うことができると市が認める場合は、

第４２条第１項本文の規定にかかわらず、この

条例の施行の日から起算して１０年を経過する

日までの間、連携施設を確保しないことができ

る。 

第５条 特定地域型保育事業者は、連携施設の確

保が著しく困難であって、法第５９条第４号に

規定する事業による支援その他の必要な適切な

支援を行うことができると市が認める場合は、

第４２条第１項本文の規定にかかわらず、この

条例の施行の日から起算して５年を経過する日

までの間、連携施設を確保しないことができる 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の

運営に関する基準（平成２６年内閣府令第３９号）の一部改正に伴い、瀬

戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 

 

 

 

。 
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２年市長提出第９号議案 

瀬戸市保育所条例の一部改正について 

瀬戸市保育所条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市保育所条例の一部を改正する条例 

瀬戸市保育所条例（昭和４７年瀬戸市条例第５号）の一部を次のように

改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第３条関係） 別表（第３条関係） 

名称 位置 

＜省略＞ 

古瀬戸保育園 瀬戸市西拝戸町１６番地の２ 

  

＜省略＞ 

幡山南保育園 瀬戸市東菱野町１４２番地 

  

品野西保育園 瀬戸市品野町６丁目１８３番地 

  

 

＜省略＞ 
 

名称 位置 

＜省略＞ 

古瀬戸保育園 瀬戸市西拝戸町１６番地の２ 

今村保育園 瀬戸市市場町５０番地 

＜省略＞ 

幡山南保育園 瀬戸市東菱野町１４２番地 

品野東保育園 瀬戸市上品野町１番地の２０ 

品野西保育園 瀬戸市品野町６丁目１８３番地 

品野南保育園 瀬戸市品野町３丁目４３３番地 

の５ 

＜省略＞ 
 

  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、現在休園中の保育所を廃園するに当たり、瀬戸
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市保育所条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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２年市長提出第１０号議案 

   財産の貸付けについて 

 次のとおり財産を無償で、又は減額して貸し付けるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

１ 無償貸付をする財産 

   土 地 

   所 在 地  瀬戸市南山町１丁目１５２番２ 外５筆 

   合 計 面 積  １，９８４．９８平方メートル 

２ 減額貸付をする財産 

   建 物 

   名 称  アートチャイルドケア瀬戸南山保育園 

   所 在 地  瀬戸市南山町１丁目１５２番地の２ 

   構 造  鉄筋コンクリート造２階建て 

   延べ床面積  ９９９．６平方メートル 

内訳 

本館（９７７．０５平方メートル）、屋外倉庫（１ 

９．２１平方メートル）、ごみ置場（３．３４平方メ 

ートル） 

   貸 付 料  月額１８０，０００円 

３ 貸付けの目的  民間事業者が引き続き保育事業を実施するため 

４ 貸付けの相手  大阪府大東市泉町２丁目１４番１１号 

方       アートチャイルドケア株式会社 

          代表取締役 村田省三 
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５ 貸 付 期 間 

⑴   土   地  令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで 

⑵   建   物  令和２年４月１日から令和７年３月３１日まで 

 

 （理 由） 

この案を提出するのは、アートチャイルドケア瀬戸南山保育園の保育事

業を引き続き民間事業者が実施することに伴い、その土地を無償で、及び

その建物の貸付料を減額して貸し付けるに当たり、地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、議会の議決を求め

るため必要があるからである。 
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２年市長提出第１１号議案 

   財産の無償貸付について 

 次のとおり財産を無償で貸し付けるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

１ 無償貸付をする財産 

 ⑴ 土 地 

   所 在 地  瀬戸市春雨町４番、瀬戸市春雨町２２番４ 外６筆 

   合 計 面 積  ４，４０３．２９平方メートル 

 ⑵ 建 物 

   名 称  東保育園 

   所 在 地  瀬戸市春雨町４番地 

   構 造  鉄筋コンクリート造２階建て 

   延べ床面積  ８７２．４２平方メートル 

         内訳 

本館（８４９．７０平方メートル）、屋外便所及び 

倉庫（２２．７２平方メートル） 

２ 貸付けの目的  民間事業者が引き続き保育事業を実施するため 

３ 貸付けの相手  名古屋市東区泉一丁目２１番２７号 泉ファースト 

方      スクエア５Ｆ 

株式会社トットメイト 

          代表取締役 堺沢玲子 

４ 貸 付 期 間 

⑴ 土   地  令和２年４月１日から令和５年３月３１日まで 

⑵ 建   物  令和２年４月１日から令和５年３月３１日まで 
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 （理 由） 

 この案を提出するのは、東保育園の保育事業を引き続き民間事業者が実

施することに伴い、その土地及び建物を無償で貸し付けるに当たり、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１項第６号の規定により、

議会の議決を求めるため必要があるからである。 

 



５６ 

 

２年市長提出第１２号議案 

瀬戸市中小企業振興基本条例の制定について 

瀬戸市中小企業振興基本条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市中小企業振興基本条例 

わたしたちのまちは、千年以上の歴史と伝統を有するやきものの産地と

して栄え、戦後は陶磁器製造の技術を応用し、様々な工業製品を供給する

とともに、多種多様な企業が立地する工業都市として発展してきました。 

その中でも、小規模企業を始めとする中小企業は、市内企業の大半を占め

るなど、地域の産業及び経済の基盤を形成し、市民生活を支える重要な担

い手として、まちづくりに貢献してきました。 

一方、少子高齢化による労働人口の減少や後継者不足、国際化に伴う企

業間競争の激化、情報通信技術の高度化など、中小企業を取り巻く環境は

大きく変化しています。 

このような時代において、中小企業が持続的な発展をしていくためには 

、自らの創意工夫のもと、主体的に経営の改善及び向上を図っていく必要

があります。また、地域経済に携わる全ての者が、中小企業の果たす役割

とその重要性についての認識を共有し、相互の連携を深め、一体となって

中小企業を支えていかなければなりません。 

わたしたちは、地域経済に携わる全ての総力を結集し、地域全体で中小

企業の振興に取り組むため、ここに、この条例を制定します。 

（目的） 

第１条 この条例は、中小企業が地域において果たす役割の重要性に鑑み 

、中小企業の振興に関し、基本理念及び基本となる事項を定め、市の責
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務、中小企業者の努力等を明らかにするとともに、中小企業の振興に関

する施策を地域社会が一体となって推進することにより、地域産業の活

性化を図り、もって地域経済の持続的な発展及び市民生活の向上に寄与

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に

定めるところによる。 

⑴ 地域産業 地場産業、伝統的工芸品産業その他の市内のすべての産

業をいう。 

⑵ 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号。以下「 

法」という。）第２条第１項に規定する中小企業者であって、市内に 

事務所又は事業所（以下「事務所等」という。）を有するものをいう 

⑶ 小規模企業者 中小企業者のうち、法第２条第５項に規定する小規

模企業者であって、市内に事務所等を有するものをいう。 

⑷ 大企業者 中小企業者以外の事業者で、市内に事務所等を有するも

のをいう。 

⑸ 商工会議所 商工会議所法（昭和２８年法律第１４３号）の規定に

基づく商工会議所であって、市内に事務所を有するものをいう。 

⑹ 中小企業団体 事業協同組合、商店街連合会、観光協会その他の中

小企業を支援する事業を行う団体及び法人（商工会議所、金融機関及

び支援機関を除く。）で、市内に事務所等を有するものをいう。 

⑺ 金融機関 銀行法（昭和５６年法律第５９号）に規定する銀行、信

用金庫法（昭和２６年法律第２３８号）に規定する信用金庫その他の

金融業を営む者で、市内に事務所等を有するものをいう。 

⑻ 支援機関 国又は愛知県（以下「県」という。）が所管する中小企

。 



５８ 

 

業の支援に取り組む公的な機関で県内に事務所を有する法人及び中小

企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第３２条第１項に規定

する認定経営革新等支援機関で市内に事務所を有するものをいう。 

⑼ 大学等 県内に所在する学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第

１条に規定する大学及び高等専門学校をいう。 

⑽ 研究機関 県内に所在する国、県等が所管する試験研究機関をいう 

⑾ 市民 市内に住所を有する者及び市内に通勤し、又は通学する者を

いう。 

 （基本理念） 

第３条 中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推進されな

ければならない。 

⑴ 中小企業者の自主的な努力を基本とし、経営の改善及び向上が図ら

れること。 

⑵ 中小企業者が、地域経済の持続的な発展及び市民生活の向上に重要

な役割を果たしているという認識の下に行うこと。 

⑶ 中小企業者、大企業者、商工会議所、中小企業団体、金融機関、支 

援機関、大学等、研究機関、国、県及び市が相互に連携するとともに 

、市民の協力を得ること。 

 （市の責務） 

第４条 市は、中小企業の振興に関する施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

２ 市は、前項に規定する施策の策定及び実施に当たっては、中小企業者

の実態の把握に努めるとともに、経済的又は社会的環境の変化による影

響が特に大きい小規模企業者に配慮し、事業を着実に運営できるよう必

要な環境を整えるものとする。 

。 



５９ 

 

３ 市は、第１項に規定する施策の実施に当たっては、国、県その他の関

係機関との連携を図るものとする。 

 （中小企業者の努力） 

第５条 中小企業者は、経済的又は社会的環境の変化に対して自らの創意

工夫のもと、新たな事業の展開、販路の開拓に取り組む等、主体的に経

営の改善及び向上を図るよう努めるものとする。 

２ 中小企業者は、自らが地域産業の基盤を形成していることを認識し、

雇用機会の確保及び人材の育成に努めるとともに、従業員の福利厚生の

充実及び従業員の生活と仕事の調和に努めるものとする。 

３ 中小企業者は、地域社会の一員としての社会的責任を自覚し、地域が

取り組むまちづくりの活動に積極的に貢献する等、地域社会と協働する

ことで地域経済の持続的な発展及び市民生活の向上に寄与するよう努め

るものとする。 

４ 中小企業者は、自らの経営力を強化するため、商工会議所及び中小企

業団体、支援機関等を積極的に活用し、経営等に関わる情報収集に努め

るとともに、中小企業者相互の交流に努めるものとする。 

５ 中小企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力する

よう努めるものとする。 

 （小規模企業者の努力） 

第６条 小規模企業者は、地域の特色を生かした事業活動に取り組むとと

もに、他の小規模企業者及び多様な主体との連携を推進し、自主的かつ

創造的に技術の向上を図り、円滑かつ着実な事業の運営に努めるものと

する。 

 （大企業者の役割） 

第７条 大企業者は、中小企業者の発展に配慮するよう努めるとともに、 
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中小企業者が自らの事業活動の維持及び発展のために重要な存在である

ことを認識し、中小企業者との連携に努めるものとする。 

２ 大企業者は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

（商工会議所の役割） 

第８条 商工会議所は、中小企業者の経営の発達、改善及び革新のための

取組を積極的に行うものとする。 

２ 商工会議所は、中小企業者の実態を把握するとともに、他の関係機関

との連携を図るよう努めるものとする。 

３ 商工会議所は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力する

よう努めるものとする。 

 （中小企業団体の役割） 

第９条 中小企業団体は、その事業活動を通じて、中小企業者の経営の改

善及び向上に取り組むよう努めるものとする。 

２ 中小企業団体は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力す

るよう努めるものとする。 

 （金融機関の役割） 

第１０条 金融機関は、中小企業者に適した円滑な資金の供給、有用な情

報の提供、経営相談等の支援を通じて、中小企業の発展に協力するよう

努めるものとする。 

２ 金融機関は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

（支援機関の役割） 

第１１条 支援機関は、専門性の高い支援を通じて、中小企業者の経営力

の強化に努めるものとする。 
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２ 支援機関は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

 （大学等の役割) 

第１２条 大学等は、人材の育成及び学生への中小企業者の情報提供を通

じて、中小企業の発展に寄与するよう努めるものとする。 

２ 大学等は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう

努めるものとする。 

（研究機関の役割) 

第１３条 研究機関は、研究開発及びその成果の普及を通じて、中小企業

の発展に寄与するよう努めるものとする。 

２ 研究機関は、市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよ

う努めるものとする。 

 （市民の理解及び協力) 

第１４条 市民は、中小企業の振興が地域経済の持続的な発展及び市民生

活の向上に寄与していることについての理解を深め、中小企業者の持続

的な発展に協力するよう努めるものとする。 

 （施策の基本方針) 

第１５条 市は、中小企業の振興に関する施策を策定し、及び実施するに

当たっては、次に掲げる事項を基本とする。 

⑴ 中小企業者の経営基盤の強化及び健全な発展の促進を図ること。 

⑵ 中小企業者の成長分野への進出及び販路拡大の促進を図ること。 

⑶ 中小企業者の企業間連携及び産学官連携の促進を図ること。 

⑷ 中小企業者の創業の促進を図ること。 

⑸ 中小企業者の人材の確保及び育成の支援を図ること。 

⑹ 中小企業者の円滑な事業承継及び技術継承の支援を図ること。 
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⑺ 中小企業者の災害時における事業継続の支援を図ること。 

⑻ 中小企業者の発展のための積極的な広報活動を図ること。 

⑼ 市が発注する工事、物品購入、役務の提供等において、中小企業者

の受注機会の確保を図ること。 

⑽ 前各号に掲げるもののほか、中小企業の振興に寄与すること。  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、中小企業の振興に関し、基本理念及び基本とな

る事項を定め、市の責務、中小企業者の努力等を明らかにするとともに、

中小企業の振興に関する施策を地域社会が一体となって推進するため必要

があるからである。 
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瀬戸市中小企業振興基本条例案要綱 

  この条例は、中小企業の振興に関し、おおむね次の事項を定めようと

するものである。 

第１ 基本理念について 

 中小企業の振興は、次に掲げる事項を基本理念として推進されなけ

ればならないことを規定するもの。（第３条関係） 

１ 中小企業者の自主的な努力を基本とし、経営の改善及び向上が図

られること。 

２ 中小企業者が、地域経済の持続的な発展及び市民生活の向上に重

要な役割を果たしているという認識の下に行うこと。 

３ 中小企業者、大企業者、商工会議所、中小企業団体、金融機関、

支援機関、大学等、研究機関、国、県及び市が相互に連携するとと

もに、市民の協力を得ること。 

第２ 市の責務について 

   市は、中小企業の振興に関する施策を策定し、及び実施する責務を

有すること、施策の策定及び実施に当たっては中小企業者の実態の把

握に努めるとともに小規模企業者に配慮すること及び関係機関との連

携を図ることを規定するもの。（第４条関係） 

第３ 中小企業者・小規模企業者の努力及び関係機関の役割について 

   市が実施する中小企業の振興に関する施策に協力するよう努めるこ

と等、中小企業者・小規模企業者の努力や関係機関の役割について規

定するもの。（第５条から第１３条関係） 

第４ 施策の基本方針について 

   市が中小企業の振興に関する施策を策定し、及び実施するに当たっ

ては、経営基盤の強化及び健全な発展の促進を図ること、成長分野へ
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の進出及び販路拡大の促進を図ること等、１０項目の基本方針を規定

するもの。（第１５条関係） 

第５ その他 

   その他所要の事項を規定し、施行期日を令和２年４月１日とするも

の。 
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２年市長提出第１３号議案 

瀬戸市森林環境譲与税基金条例の制定について 

瀬戸市森林環境譲与税基金条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市森林環境譲与税基金条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４１条

の規定に基づき、基金の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものと

する。 

（設置） 

第２条 本市は、森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てるた

め、瀬戸市森林環境譲与税基金（以下「基金」という。）を設置する。 

（積立て） 

第３条 基金として積み立てる額は、毎会計年度予算の定めるところによ

る。 

（現金の管理） 

第４条 基金に属する現金は、金融機関への預金その他最も確実かつ有利

な方法により保管しなければならない。 

２ 基金に属する現金は、必要に応じ、最も確実かつ有利な有価証券に代

えることができる。 

（運用益金の処理） 

第５条 基金の運用から生ずる収益は、一般会計の歳入歳出予算に計上し

て、この基金に編入するものとする。 

 （繰替運用） 
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第６条 市長は、財政上必要があると認めるときは、確実な繰戻しの方法 

、期間及び利率を定めて、基金に属する現金を歳計現金に繰り替えて運

用することができる。 

（処分） 

第７条 基金は、森林の整備及びその促進に関する施策の財源に充てる場

合に限り、これを処分することができる。 

（委任） 

第８条 この条例に定めるもののほか、基金の管理について必要な事項は 

、市長が定める。 

附 則 

 この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、森林環境譲与税が創設されたことに伴い、森林

整備等の事業を実効的に進めるため瀬戸市森林環境譲与税基金を設置する

に当たり、基金の管理に関する手続等を定めるため必要があるからである。 
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２年市長提出第１４号議案 

   瀬戸市手数料徴収条例の一部改正について 

 瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例を次のように定めるものと

する。 

  令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市手数料徴収条例の一部を改正する条例 

瀬戸市手数料徴収条例（平成１２年瀬戸市条例第１２号）の一部を次の

ように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

種類 金額 

＜省略＞ 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

６条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準適合

認定申請

手数料 

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他の

場合 

建築物エネ

ルギー消費

性能基準等

を定める省

令第１条第

１項第２号

イ⑵又は⑶

及びロ⑵又

は⑶に定め

る基準に係

るもの 

 

＜省略＞ 

種類 金額 

＜省略＞ 

建築物の

エネルギ

ー消費性

能の向上

に関する

法律第３

６条第１

項の規定

に基づく

建築物エ

ネルギー

消費性能

基準適合

認定申請

手数料 

＜省略＞ ＜省略＞ 

その他の

場合 

建築物エネ

ルギー消費

性能基準等

を定める省

令第１条第

１項第２号

イ⑵及びロ

⑵に定める

基準に係る

もの 

 

＜省略＞ 
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  ＜省略＞ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

  ＜省略＞ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

備考 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

項に規定する都市の低炭素化の促進に関す

る法律第５４条第１項各号に掲げる基準に

適合すると市長が定める機関が認めた場合

の金額の欄⑵中建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、それぞれ次に定める額

を加算する。 

備考 

１ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の

項に規定する都市の低炭素化の促進に関す

る法律第５４条第１項各号に掲げる基準に

適合すると市長が定める機関が認めた場合

の金額の欄⑵中建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、それぞれ次に定める額

を加算する。 

⑴ 住宅の用途に供する共用の部分（以下

「共用部分」という。）がある場合（申

請に係る設計一次エネルギー消費量の算

出の基礎に共用部分が含まれている場合

に限る。） 当該共用部分の床面積の合

計についての次に掲げる場合の区分に応

じ、それぞれ次に定める額 

⑴ 住宅の用途に供する共用の部分（以下

「共用部分」という。）がある場合 当

該共用部分の床面積の合計についての次

に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次

に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ ＜省略＞  ⑵ ＜省略＞  

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５ 

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため 

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の 

項に規定するその他の場合の金額の欄⑵中 

建築物全体又は建築物全体及び住戸に係る 

ものの手数料について、次に掲げる場合に 

は、それぞれ次に定める額を加算する。 

２ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５ 

３条第１項の規定に基づく低炭素化のため 

の建築物の新築等の計画認定申請手数料の 

項に規定するその他の場合の金額の欄⑵中 

建築物全体又は建築物全体及び住戸に係る 

ものの手数料について、次に掲げる場合に 

は、それぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計 

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共 

用部分が含まれている場合に限る。）  

当該共用部分の床面積の合計についての 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の 

床面積の合計についての次に掲げる場合 

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 



６９ 

 

次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ ＜省略＞ ⑵ ＜省略＞ 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５ 

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため 

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数 

料の項に規定する都市の低炭素化の促進に 

関する法律第５４条第１項各号に掲げる基 

準に適合すると市長が定める機関が認めた 

場合の金額の欄⑵中建築物全体又は建築物 

全体及び住戸に係るものの手数料について 

、次に掲げる場合には、それぞれ次に定め 

る額を加算する。 

３ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５ 

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため 

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数 

料の項に規定する都市の低炭素化の促進に 

関する法律第５４条第１項各号に掲げる基 

準に適合すると市長が定める機関が認めた 

場合の金額の欄⑵中建築物全体又は建築物 

全体及び住戸に係るものの手数料について 

、次に掲げる場合には、それぞれ次に定め 

る額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計 

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共 

用部分が含まれている場合に限る。）  

当該共用部分の床面積の合計についての 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ 

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の 

床面積の合計についての次に掲げる場合 

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ ＜省略＞  ⑵ ＜省略＞  

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の項に規定するその他の場合の金額の欄

⑵中建築物全体又は建築物全体及び住戸に

係るものの手数料について、次に掲げる場

合には、それぞれ次に定める額を加算する 

４ 都市の低炭素化の促進に関する法律第５

５条第１項の規定に基づく低炭素化のため

の建築物の新築等の計画変更認定申請手数

料の項に規定するその他の場合の金額の欄

⑵中建築物全体又は建築物全体及び住戸に

係るものの手数料について、次に掲げる場

合には、それぞれ次に定める額を加算する 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の 

床面積の合計についての次に掲げる場合 

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

。 。 



７０ 

 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ ＜省略＞  ⑵ ＜省略＞  

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の項に規定する計画適合性確認機関

が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物全体

又は建築物全体及び住戸に係るものの手数

料について、次に掲げる場合には、それぞ

れ次に定める額を加算する。 

５ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の項に規定する計画適合性確認機関

が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物全体

又は建築物全体及び住戸に係るものの手数

料について、次に掲げる場合には、それぞ

れ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ ＜省略＞  ⑵ ＜省略＞  

６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の部に規定するその他の場合の款に

規定する建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１条第１項第２号イ⑴及び

ロ⑴に定める基準に係るものの項に規定す

る金額の欄⑵中建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、それぞれ次に定める額

を加算する。 

６ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の部に規定するその他の場合の款に

規定する建築物エネルギー消費性能基準等

を定める省令第１条第１項第２号イ⑴及び

ロ⑴に定める基準に係るものの項に規定す

る金額の欄⑵中建築物全体又は建築物全体

及び住戸に係るものの手数料について、次

に掲げる場合には、それぞれ次に定める額

を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

 

 



７１ 

 

次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ 

 

アからカまで ＜省略＞ 

⑵及び⑶ ＜省略＞  ⑵及び⑶ ＜省略＞  

７ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第２９条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画認定申請

手数料の項に規定する手数料について、建

築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律第２９条第１項の規定による認定の申

請に係る建築物エネルギー消費性能向上計

画に同条第３項各号に掲げる事項が記載さ

れている場合における当該手数料の額は、

当該建築物エネルギー消費性能向上計画に

係る同項に規定する申請建築物及び他の建

築物の各建築物についてそれぞれ別の申請

があったものとみなしてこの表により算出

した建築物エネルギー消費性能向上計画認

定申請手数料の額に相当する額を合算した

額とする。 

 

８ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３１条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の項に規定する計画適合性確認

機関が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物

全体又は建築物全体及び住戸に係るものの

手数料について、次に掲げる場合には、そ

れぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計 

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共 

用部分が含まれている場合に限る。）  

当該共用部分の床面積の合計についての 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ 

７ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３１条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の項に規定する計画適合性確認

機関が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物

全体又は建築物全体及び住戸に係るものの

手数料について、次に掲げる場合には、そ

れぞれ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の 

床面積の合計についての次に掲げる場合 

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 



７２ 

 

次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考８⑴ア

からカまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考８⑴アからカまでに定める

額 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部

分の床面積の合計についての備考７⑴ア

からカまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考７⑴アからカまでに定める

額 

９ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３１条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の部に規定するその他の場合の

款に規定する建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第１項第２号イ⑴

及びロ⑴に定める基準に係るものの項に規

定する金額の欄⑵中建築物全体又は建築物

全体及び住戸に係るものの手数料について 

、次に掲げる場合には、それぞれ次に定め

る額を加算する。 

８ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３１条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能向上計画変更認定

申請手数料の部に規定するその他の場合の

款に規定する建築物エネルギー消費性能基

準等を定める省令第１条第１項第２号イ⑴

及びロ⑴に定める基準に係るものの項に規

定する金額の欄⑵中建築物全体又は建築物

全体及び住戸に係るものの手数料について 

、次に掲げる場合には、それぞれ次に定め

る額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計 

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共 

用部分が含まれている場合に限る。）  

当該共用部分の床面積の合計についての 

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ 

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の 

床面積の合計についての次に掲げる場合 

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性 

能基準等を定める省令第１条第１項第１ 

号ロ及び第１０条第１号イ⑵に定める基 

準に係るものの申請をする場合に限る。 

）がある場合 当該非住宅部分の床面積 

の合計についての次に掲げる場合の区分 

に応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ 

⑶ ＜省略＞  

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性 

能基準等を定める省令第１条第１項第１ 

号ロ及び第８条第１号イ⑵に定める基準 

に係るものの申請をする場合に限る。） 

がある場合 当該非住宅部分の床面積の 

合計についての次に掲げる場合の区分に 

応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ 

⑶ ＜省略＞  



７３ 

 

１０ 建築物のエネルギー消費性能の向上に 

関する法律第３１条第１項の規定に基づく 

建築物エネルギー消費性能向上計画変更認 

定申請手数料の項に規定する手数料につい 

て、建築物のエネルギー消費性能の向上に 

関する法律第３１条第１項の変更の認定の 

申請に係る建築物エネルギー消費性能向上 

計画に同法第２９条第３項各号に掲げる事 

項が記載されている場合における当該手数 

料の額は、当該変更後の建築物エネルギー 

消費性能向上計画に係る同項に規定する申 

請建築物及び他の建築物の各建築物（変更 

がないものを除く。）についてそれぞれ別 

の申請があったものとみなしてこの表によ 

り算出した建築物エネルギー消費性能向上 

計画変更認定申請手数料の額（当該変更に 

より建築物エネルギー消費性能向上計画に 

新たに記載される建築物については、建築 

物エネルギー消費性能向上計画認定申請手 

数料の額）に相当する額を合算した額とす 

る。 

１１ 建築物のエネルギー消費性能の向上に 

関する法律第３６条第１項の規定に基づく 

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申 

請手数料の項に規定する基準適合性確認機 

関が認めた場合等の金額の欄⑵に係るもの 

の手数料について、次に掲げる場合には、 

それぞれ次に定める額を加算する。 

９ 建築物のエネルギー消費性能の向上に関

する法律第３６条第１項の規定に基づく建

築物エネルギー消費性能基準適合認定申請

手数料の項に規定する基準適合性確認機関

が認めた場合等の金額の欄⑵中建築物全体

又は建築物全体及び住戸に係るものの手数

料について、次に掲げる場合には、それぞ

れ次に定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 



７４ 

 

アからカまで ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部 

分の床面積の合計についての備考１１⑴ 

アからカまで ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分がある場合 当該非住宅部 

分の床面積の合計についての備考９⑴ア 

アからカまでに掲げる場合の区分に応じ 

、それぞれ備考１１⑴アからカまでに定

める額 

からカまでに掲げる場合の区分に応じ、

それぞれ備考９⑴アからカまでに定める

額 

１２ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申

請手数料の部に規定するその他の場合の款

に規定する建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第１条第１項第２号イ⑵又

は⑶及びロ⑵又は⑶に定める基準に係るも

のの項に規定する金額の欄⑵及びその他の

ものの項に規定する金額の欄⑵に係るもの

の手数料について、次に掲げる場合には、

それぞれ次に定める額を加算する。 

１０ 建築物のエネルギー消費性能の向上に

関する法律第３６条第１項の規定に基づく

建築物エネルギー消費性能基準適合認定申

請手数料の部に規定するその他の場合の款

に規定する建築物エネルギー消費性能基準

等を定める省令第１条第１項第２号イ⑵及

びロ⑵に定める基準に係るものの項に規定

する金額の欄⑵及びその他のものの項に規

定する金額の欄⑵に係るものの手数料につ

いて、次に掲げる場合には、それぞれ次に

定める額を加算する。 

⑴ 共用部分がある場合（申請に係る設計

一次エネルギー消費量の算出の基礎に共

用部分が含まれている場合に限る。） 

当該共用部分の床面積の合計についての

次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ

次に定める額 

⑴ 共用部分がある場合 当該共用部分の

床面積の合計についての次に掲げる場合

の区分に応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ アからカまで ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性 

能基準等を定める省令第１条第１項第１ 

号ロ及び第１０条第１号イ⑵に定める基 

準に係るものの申請をする場合に限る。 

）がある場合 当該非住宅部分の床面積 

の合計についての次に掲げる場合の区分 

に応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ 

⑶ ＜省略＞ 

⑵ 非住宅部分（建築物エネルギー消費性 

能基準等を定める省令第１条第１項第１ 

号ロ及び第８条第１号イ⑵に定める基準 

に係るものの申請をする場合に限る。） 

がある場合 当該非住宅部分の床面積の 

合計についての次に掲げる場合の区分に 

応じ、それぞれ次に定める額 

アからカまで ＜省略＞ 

⑶ ＜省略＞  
  

附 則 
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（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例による改正後の規定は、施行の日（以下「施行日」という。 

）以後に申請するものについて適用し、施行日前に申請したものについ

ては、なお従前の例による。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法

律（平成２７年法律第５３号）の一部改正等に伴い、瀬戸市手数料徴収条

例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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２年市長提出第１５号議案 

   名古屋都市計画品野中部地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例の制定について 

 名古屋都市計画品野中部地区計画の区域内における建築物の制限に関す

る条例を次のように定めるものとする。 

  令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

名古屋都市計画品野中部地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例 

（趣旨） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法 

」という。）第６８条の２第１項の規定に基づき、名古屋都市計画品野

中部地区計画の区域内における建築物に関する制限に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（適用区域） 

第２条 この条例は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条

第１項の規定により告示する名古屋都市計画品野中部地区計画（以下「 

地区計画」という。）の区域内において適用する。 

（地区の区分及び名称） 

第３条 この条例における地区の区分及び名称は、地区計画の計画図に表

示するところによる。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 第２条に規定する地区計画の区域内においては、別表に掲げる建

築物は、建築してはならない。 

２ 法第３条第２項の規定により前項の規定の適用を受けない建築物につ
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いて、次に掲げる範囲内において増築又は改築をする場合においては、

法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず、前項の規定は、

適用しない。 

⑴ 増築又は改築が基準時（法第３条第２項の規定により前項の規定の

適用を受けない建築物について、法第３条第２項の規定により引き続

き前項の規定（当該規定が改正された場合においては、改正前の規定

を含む。）の適用を受けない期間の始期をいう。以下この項において

同じ。）における敷地内におけるものであり、かつ、増築後又は改築

後における延べ面積及び建築面積が基準時における敷地面積に対して

それぞれ法第５２条第１項、第２項又は第３項及び法第５３条の規定

に適合すること。 

⑵ 増築後の床面積の合計が基準時における床面積の合計の１．２倍を

超えないこと。 

⑶ 前項の規定に適合しない用途に供する建築物の部分の増築後の床面

積の合計が基準時におけるその部分の床面積の合計の１．２倍を超え

ないこと。 

（建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合の措置） 

第５条 建築物の敷地が地区計画の区域の内外にわたる場合には、当該建

築物又は当該敷地の全部について、前条の規定を適用する。 

 （公益上必要な建築物の特例） 

第６条 市長が公益上必要な建築物でやむを得ないと認めて許可したもの

については、その許可の範囲内において、この条例の規定は、適用しな

い。 

 （委任） 

第７条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 
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 （罰則） 

第８条 次の各号のいずれかに該当する者は、２０万円以下の罰金に処す

る。 

⑴ 第４条第１項の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

⑵ 法第８７条第２項において準用する第４条第１項の規定に違反した

場合における当該建築物の所有者、管理者又は占有者 

第９条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業

者が、その法人又は人の業務に関して、前条の違反行為をしたときは、

その行為者を罰するほか、その法人又は人に対して同条の罰金刑を科す

る。 

附 則 

この条例は、名古屋都市計画品野中部地区計画に係る都市計画法第２０

条第１項の規定に基づく告示の日から施行する。 
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別表（第４条関係） 

建築してはならない建築物 

１ ボーリング場、スケート場、水泳場、スキー場、ゴルフ練習場及びバ

ッティング練習場 

２ ホテル又は旅館 

３ 自動車教習所 

４ 畜舎（建築物に附属するもので床面積の合計が１５平方メートルを超

えないものを除く。） 

５ 工場（陶磁器、ガラス、木材加工品その他これらに類するものの製造

を営むものを除く。） 

６ 危険物（建築基準法施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３０条

の９の表に掲げる危険物をいう。）の貯蔵又は処理に供するもの（建築

物に附属するものを除く。） 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、名古屋都市計画品野中部地区計画の区域内にお

ける良好な居住環境の保護のため、建築物の制限に関する条例を制定する

ため必要があるからである。 
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名古屋都市計画品野中部地区計画の区域内における建築物の制限に

関する条例案要綱 

この条例は、名古屋都市計画品野中部地区計画の区域内における建築

物の制限をするに当たり、おおむね次の事項を定めようとするものであ

る。 

第１ 適用区域、地区の区分及び名称について 

   この条例による適用区域は、名古屋都市計画品野中部地区計画（以

下「地区計画」という。）の区域内とし、地区の区分及び名称は、地

区計画の計画図に表示するところによるもの。（第２条及び第３条関

係） 

第２ 建築物の用途の制限について 

   地区計画の区域内に建築してはならない建築物について定めるとと

もに、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第３条第２項に規定

する建築物を一定の条件の範囲内において増築又は改築をする場合は 

、法第３条第３項第３号及び第４号の規定にかかわらず適用除外とす

るもの。（第４条関係） 

第３ 罰則について 

   建築物の用途の制限の規定に違反した場合における建築主等に対す

る罰則を定めるもの。（第８条及び第９条関係） 

第４ その他 

   その他所要の事項を規定し、施行期日を名古屋都市計画品野中部地

区計画に係る都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２０条第１

項の規定に基づく告示の日とするもの。 
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参考 

名古屋都市計画品野中部地区計画について 

 

 

名 称 品野中部地区計画 

位 置 瀬戸市品野町 7丁目の一部 

面 積 約 6.8ha 

地区計画の目標 

 当地区は、本市の北東に位置し、古くからの窯元が残り、岩

屋堂公園等の自然と調和した地域資源に近接した場所となって

いる。また、東海環状自動車道のせと品野インターチェンジの

１ｋｍ圏内に位置し、今後の住環境の変化が想定される。 

このため、本計画では、やきものの歴史や伝統を守りつつ、

周辺の自然環境との調和に配慮した住宅地の形成と保全を図る

ことを目標とする。 

区
域
の
整
備
開
発
及
び
保
全
の
方
針 

土地利用の方針 

 住居の環境を保護しつつ、地区の生活利便施設等を配置する

ことのできる土地利用を図るとともに、やきもの関連施設によ

る歴史や伝統、文化の維持・継承を図る。 

建築物等の 

整備の方針 

 地区計画の目標及び土地利用の方針に基づき、建築物等の用

途の制限を定める。 

 

「区域は、計画図表示のとおり」 
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２年市長提出第１６号議案 

瀬戸市駐車場条例の一部改正について 

瀬戸市駐車場条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市駐車場条例の一部を改正する条例 

 瀬戸市駐車場条例（昭和４８年瀬戸市条例第３０号）の一部を次のよう

に改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

 （回数駐車券の発行等）  （回数駐車券の発行等） 

第６条の２ 市長は、使用者の利便を図るため、

回数駐車券を発行することができる。 

 

 

２ 回数駐車券は、宮川駐車場、瀬戸市駅前駐車

場、東横山駐車場及びパルティせと駐車場に限

り使用することができる。 

第６条の２ 市長は、使用者の利便を図るため、

宮川駐車場、瀬戸市駅前駐車場及びパルティせ

と駐車場については、回数駐車券を発行するこ

とができる。 

 

３ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（料金の徴収） （料金の徴収） 

第６条の３ ＜省略＞ 第６条の３ ＜省略＞ 

（料金の不徴収）  

第６条の４ 次の各号のいずれかに該当する自動 

車を駐車させる場合においては、料金を徴収し

ない。 

 

⑴ 道路交通法（昭和３５年法律第１０５号）

第３９条第１項に規定する緊急自動車 

 

⑵ 国又は地方公共団体の職員が防疫活動その  
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他の緊急を要する公務を行うため使用する自

動車 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市長が不徴収

とすることが適当であると認める自動車 

 

  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第６条の３の次

に１条を加える改正規定は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、利用者の利便性の向上を図るため東横山駐車場

での回数駐車券の使用を可能とすること及び公務等における駐車場の使用

料を徴収しないことを規定するに当たり、瀬戸市駐車場条例中所要の事項

を改正するため必要があるからである。 
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２年市長提出第１７号議案 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

０７１２５ 城ヶ根１５号線 
城ヶ根町３４番２地先 

城ヶ根町３３番１地先 

０７１２６ 城ヶ根１６号線 
城ヶ根町４２番８地先 

城ヶ根町４２番５地先 

 



認
定
路
線
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２年市長提出第１８号議案 

瀬戸市水道事業の設置等に関する条例の一部改正について 

瀬戸市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に定めるものとする。 

令和２年２月１８日提出 

瀬戸市長 伊 藤 保 德  

瀬戸市水道事業の設置等に関する条例の一部を改正する条例 

瀬戸市水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年瀬戸市条例第３１号 

）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（議会の同意を要する賠償責任の免除） （議会の同意を要する賠償責任の免除） 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２の

２第８項の規定により水道事業の業務に従事す

る職員の賠償責任の免除について議会の同意を

得なければならない場合は、当該賠償責任に係

る賠償額が、５０万円以上である場合とする。 

第５条 法第３４条において準用する地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４３条の２第

４項の規定により水道事業の業務に従事する職

員の賠償責任の免除について議会の同意を得な

ければならない場合は、当該賠償責任に係る賠

償額が、５０万円以上である場合とする。 
  

附 則 

この条例は、令和２年４月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）の一部

改正に伴い、瀬戸市水道事業の設置等に関する条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。 
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